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東京大学

先端科学技術研究センター

教 授 廣松 毅

梅樟忠夫氏が 「情報産業論1(『放送朝 日』1963

年1月 号)を 公表 してから,今 年で丁度30年 にな

る。この論文は,内 容的には現在でいう情報社会

論あるいは情報文明論であるが,著 者自らの造語

1情報産業上をここで初めて使っている。ほぼ同

じ時期,ブ リッツ ・マッハループが 『アメリカに

おける知識の生産 と分配』(1962年)の 中で 「知識

産業]と いう言葉を用いている。ただしこの 「知

識産業」論は,梅 樟氏の文明史的な観点とは発想

も方法論も異な り,産 業経済的なアプ ローチを

とっている。

「情報産業論」については発表後多 くの論評が

なされた。 しかしそれが,情 報社会論全体の流れ

の中で位置付けられるようになったのは70年代に

入ってからである。その後多 くの論文や文献で紹

介されるようになった。

情報社会論全体の流れの中で,や は りこの時期

マーシャル ・マクル一八 ンが著 した 『メデ ィア

論』(1964年)も 見逃すことはできない。この中で

彼は,機 械と人間の関係について印刷機械は人間

の筆力を,工 作機械は腕力を,そ して輸送機械は

脚力を拡張するものであ り,こ れら工業社会の技

術は人間の肉体(筋 力)の 能力を代替 した り拡張

することを目標に開発されたと主張している。そ

の上で,活 字 と機械技術のあとの時代において諸

メディアが人間をどう変えるかとい う観点から,

現代文明の変容 と新 しい人間環境を予言している。

ここで展開された技術 と人間の係わ り,ま た新 し

い時代の社会の変容に関する洞察は強烈なインパ

クトを与えた。この他にも多 くの論文等が60年 代

に発表されている。

そ して60年代末には,現 実の企業活動において

も,情 報がヒト,モ ノ,カ ネに次 ぐ第4の 経営資

源と認識され始めた。アメリカでMIS(Man-

agementInformationSystem:経 営情報 システ

ム)が 論 じられるようになり,訪 米MIS使 節団

が67年 に派遣されている。「情報化」 とい う言葉

が登場 したのもこの頃である。その後,情 報化に

関する議論は,コ ンピュータや情報サービス,通

信等の技術およびそれらを基礎にした産業の発展

に伴い,次 第に産業論的色彩が濃 くなっていく。

そ して70年 代以降は,情 報産業論,コ ンピュータ

産業論が盛んに唱えられるようになった。

しか し80年代半ばには再び情報社会論が,今 後

は 「高度情報化」と名を改めて登場 してきた。同

時に80年代の前半にはニューメデ ィア時代,後 半

には情報ネヅトワーク社会,ハ イテク社会,90年

代に入る頃にはマルチメデ ィア時代等 々,そ の

時々でいろいろな名前が現れては消えていった。

最初に情報社会論が登場 した時は,ま だ実態 とし

ての情報化の実は熟 しておらず,未 来論的,ユ ー

トピア的色彩が強か ったのに対して,再 度登場 し

た情報社会論では,社 会のあらゆる課題が情報化

という現象との関連で注 目されるようになった。

情報社会に関する70年代までと80年代以降の論

議の間には,2つ の顕著な差が認められる。その

第1は 情報概念の範囲である。70年 代までの情報

概念は科学技術情報や理論的知識 といった論理的

情報に限定されていた。他方80年 代以降は論理的

情報以外に,感 覚的 ・情緒的情報をも含む,よ り

広義なものとして捉えられるようにな りつつある。

第2は,情 報化や情報社会という言葉で表現 さ

れる範囲の広がりである。それまで,情 報技術の

革新を主とする技術的な要因に主眼がおかれてい

たため,産 業化をより一層促進する面が重視され

る傾向のあった情報化が,パ ーソナルな分野にお一



いて も進 展 したため,人 間社会 全体 に 目を向けた

観点で捉 え られ る よ うに な った。 それ は,コ ン

ピュータや通信 に関す る技術や認知科学 な どの理

論 的な進歩 を基礎 とした人工知能研究 の再燃,パ

ソコン ・ワープ ロの開発 ・普及 に見 ることが でき

る。それ はまた,消 費社会 の成熟 と価値観の変化

に基づ く人間社会 の側か らの要請で もあ った。 こ

れ らが80年 代以降を情報化 の新たな発展段階 と捉

える論拠にな って いるので ある。

現在,情 報社会に関 しては,そ れが 「高度 に産

業化 された社 会」なのか,そ れ とも 「脱産 業化 と

しての社 会」 なのか とい う点に多 くの関心が寄せ

られてい る。 この問題 は,ダ ニエル ・ベルに よる

『脱工業化社会 の到来』(1973年)に まで遡る。 ベ

ルは工業化社会 の後 で到来 する新 しい社 会では ,

価 値 を もつ 資 源 と して,そ してそ の配 分 にお い

て,知 識,情 報 と りわ け科学的知識 が決定 的に重

要 な役割 を果たす と主張 している。 この 「脱工業

化社会」が情報社会に極め て近 いと捉 え られ てき

た。 この よ うな社会では,採 取業や製造業が消滅

す るわけではない ものの,生 産 の局面で は単 なる

労働力や資本力 よ りも,科 学技術や組織 の経営能

力 とい った知的な要素が決定的な力 とな り,消 費

の局面では,単 な る物質財か ら ,教 育,保 健,娯

楽 とい った広 義のサー ビス ・情報へ と社会の要求

が移 ってい くとい うのである。

これ に対 して,K・E・ ボールデ ィングが 『二

十世紀 の意味』 の中で提起 している 「文 明後 の社

会」(post-civilizationsociety)と い う展望は,

人 類 の文 明化過程そ のものが いま終わ りつつ ある

とい う,も っと大 きな問題を含ん でい る。現在わ

れわれが 「産 業化 」 と呼ん で いる過程 は ボール

デ ィングのい う 「文明化」過 程の最後 の段 階であ

り,そ の頂点に位置 してい る歴史 的時代である と

考え るのであ る。 したが って,ボ ールデ ィングの

1脱文明化」あるいは 、文明化後への移行`は

1脱産業化」を当然のこととして包含 している。

これまでの[情 報化1と い う言葉は1脱 産業

化」ではな くて,1高 度産業化1の 方向への発展を

強調 してきた。事実,こ れまでの情報社会論の圧

倒的な部分で問題にされてきたのは,情 報技術の

発展による社会生活の効率化であ り,生 活空間 ・

情報空間の拡大であ り,新 しい通信ネットワーク

の確立による便益の飛躍的増大である。この種の

議論は,内 容的には,た しかに狭義の産業化とし

ての工業化時代 の終焉を問題に しているに して

も,広 義の産業化の否定ではありえず,む しろ,

産業化の一層高度な進展を展望 したものであると

いわざえるをえない。

これまで情報社会 といいながらも,社 会そのも

のの変容を振 り返る作業はあま りなされて こな

か った。それは,何 にまして産業の情報化が進展

してきたからであろう。 しか し,コ ンピュータや

通信などの情報技術の長足の進歩が続き,ネ ット

ワークの連結といった仕組みが整 うであろ う社会

においては,情 報そのものの根源的な姿を見極め

つつ,さ らなる情報化の進展を図ることが配慮さ

れなければならないであろ う。情報化に伴 う諸々

の問題は,手 段としての道具やメディアのみなら

ず,情 報そのものに起因することが多いのはいう

までもないことだからである。

これまで情報社会論は,一 方で情報化を基盤と

して,他 方でそこに新しい社会を構想するもので

もあった。そ して実態としての情報化は前者の色

を濃 くして発展してきた。いま近代社会における

産業化の曲 り角ともいうべき歴史的な転換期が予

感されるなかにあって,過 去に構想された情報社

会のビジョンを改めて見つめ直 してみ ることか

ら,見 落されてきた新たな視点をとり戻す ことが

できるのではなかろうか。

一



産業構造審議会情報産業部会情報化

人材対策小委員会中間報告について

通商産業省機械情報産業用

情報処理振興課教育係長 金澤 信

通商産業省では今後の情報化ニーズの高度化等

に対応 した情報化人材の質的確保の観点から,今

後の求められる人材像ならびにその育成方策を明

らかにするため,通 商産業大臣の諮問機関である

産業構造審議会情報産業部会情報化人材対策小委

員会(委 員長 稲葉秀三 ㈱財産業研究所理事

長)に 検討内容の取 りまとめを依頼し,本 年5月

から審議を開始 して12月にその中間報告を取 りま

とめた。本稿はこれまでの検討内容及びその中間

報告の概要について紹介す るものである。

なお,今 後のスケジュールについては,春 まで

に,情 報化人材対策小委員会を2～3回 程度開催

し,最 終報告をとりまとめる予定である。

置法の制定

… ・地域 ソフ トウエアセンターによる地域での

システムエンジニア(SE)の 育成

○ 情報大学校構想

・… 専門学校の教育の向上による初級情報処理

技術者(プ ログラマ)の 質 ・量の確保

○ 中央情報教育研究所(CAIT)に よる教育

・… 高度情報処理技術者の教育,イ ンス トラク

ターの教育

○ 情報処理技術者試験の拡充

・・-1種 ・2種 及び特種情報処理技術者試験,シ

ステム監査技術者試験に加え,オ ンライン情

報処理技術者試験の区分を追加

は じめに

検討の基本的な考え方

1.検 討の背景

(1)昭 和62年,産 業構造審議会情報化人材対策小

委員会は,「2000年 のソフ5ウ エア人材」にお

いて,ソ フトウエア人材の不足(ソ フ トウエア

クライシス)を 予測し,SE教 育の充実等の人

材育成方策を提言した。これを受け通商産業省

では,以 下の施策を展開 してきた。

○ 地域ソフ トウエア供給力開発事業推進臨時措

(2)し かしながら,そ の後の情報 システムの役割

変化,適 用分野の拡大等情報化ニーズの高度化

に対応するためには,情 報化人材の不足,特 に

システムエンジニアの量的及び質的な不足は深

刻化しており,人 材の確保が企業にとって重要

な課題となってきている。また,人 材育成につ

いては,学 校教育,企 業内教育ともに量的には

拡大 しているものの,質 的な面を中心に問題点

も多く指摘されている。さらに,急 速な技術革

新,情 報システムの役割の変化,若 年労働力の

不足等の社会動向の変化等,情 報化人材を巡る

環境は大きな変化を遂げてきている。一



一
(3)今 後の我が国の健全な情報化の進展のために

は,高 い質の情報化人材を育成 ・確保する必要

がある。このため,情 報化人材を巡る諸問題に

ついて幅広 く検討を行い,今 後の情報化の動向

に対応するために求められる人材像を明確化す

るとともに,か かる人材を育成するための方策

を提示する必要があると考えられる。

2検 討の視点

(1)技 術者像の明確化

人材育成の前提 として,技 術者像を明らかに

し,そ の具備すべき知識,技 術等の能力を明確

化することは重要である。特に,シ ステム開発

業務においてとか く不明確であった提供技術の

範囲,技 能水準について受発注双方で共通認識

を形成する基礎を作 ることによって,提 供技術

の適正な評価を促進 し,情 報処理技術者の地位

向上,当 該分野への人材流入を促進することが

期待される。

(2)標 準カリキュラムの明示

明確化 した技術者像に基づき,そ の要求され

る技術,知 識にふさわ しい標準的なカリキュラ

ムを設定することに より,各 種教育機関及び企

業内における適切な人材育成機関を実施するこ

とが可能 となる。さらに,標 準カリキュラムに

基づく適切な教育を促進するためにも,新 技術

者像のカリキュラムと試験制度 との リンケージ

を図ることが必要である。

(3)総 合的な人材育成体制のあり方

従来の情報処理教育,情 報処理技術者育成等

はか く教育機関ごとの個別のカリキュラムに基

づ く教育,研 修の実施を通 じて行われてきた

が,情 報化の健全な進展は,今 後の我が国経済

社会の長期的発展基盤 として不可欠であるとの

認識に立ち,今 後の望ましい技術者の育成に当

たっては,大 学,専 門学校,企 業をはじめ国内

の各種教育機関における教育の連携 と併せ,情

報処理技術者試験等試験制度 との有機的連携を

含めた総合的な人材育成体制のあ り方について

検討する必要がある。

これまでの審議経過

第1回 平成4年5月19日

「情報化の将来像について」

今後の我が国の情報化を担 う人材のあ り方の

検討にあた り考慮すべき情報化の将来像につい

て検討。

第2回 平成4年7月15日

「情報化のための人材像について」

情報化の将来像を踏まえて,情 報化推進に向

けて提供者側 とユーザー側に求められる役割,

具体的な技術者像の類型について検討。

第3回 平成4年9月22日

「情報化人材像の類型と人材像を踏まえた教育の

あり方」

情報化人材像の類型及びその能力 ・任務につ

いて整理するとともに,各 人材育成機関の教育

において期待される役割,解 決すべき問題点等

について検討。

第4回 平成4年11月17日

「中間報告(素 案)」

第1回 から第3回 の議論を踏 まえた委員会と

しての 中間 とりまとめの基本的な考え方の整

理及び中間報告(素 案)に ついての検討。

※ なお,第2回 審議以降,小 委員会 の下 に個 々の

ワーキ ング ・グル ープを設置 し検討 を行 っている。一



m.情 報化人材対策小委員会中間報告の概要

第1章 情報化の新たな段階

1.新 情報革命の進展

今後の情報化の具体的な姿は,情 報技術の革新

が急速に進展する中で,情 報システムそのものも

複雑化 ・高度化 し,こ れまでの情報システムのあ

り方,役 割が質的に大きく変革され,従 来とは異

なる新たな経済的価値,文 化的価値の想像の源泉

とな り,新 たな段階に入っていく。

(1)情 報技術の革新

情報化の大きな変革を生み出す原動力として

の情報技術には,次 のような変化が起きつつあ

り,今 後これが大きく展開。

① コンピュータ ・ハー ドウェア技術の進歩に

よる情報システムの対価格性能比の飛躍的向

上等の情報システムの機能の高度化。

② 相互接続(ネ ットワーキング)に よる分散

処理技術の発達の情報システムの利用環境の

高度化。

③ プログラム開発の各工程の自動化やプログ

ラムの再利用等を通 じた効率的開発のための

統合的な環境提供等による情報システムの構

築技術の高度化。

(2)情 報システムの役割の変化

情報技術の大規模な変化とユーザーニーズの

変化によって情報化の推進形態が大きく変容す

る中で,情 報システムのあ り方や役割 も大きく

変化。

① 人間の行 う単純な頭脳労働の省力化,高 速

化を目的とするものから,既 に企業の戦略情

報システムにみられるように,意 思決定,問

題解決,創 作な ど産業や社会の知的創造活動

の基盤 としての業務 ・組織 と一体化。

② 一 部の専門家 が構築,提 供す るものか ら,

簡 易な ものについてはエン ドユーザ ーが 自ら

の ニーズに即 して構築 し,活 用す るものへ と

情報 システ ムがエ ン ドユーザ ーへ の接近。

③ 情報 システ ムのイ ンフラ化

情報 システムが大規模化 し,経 済活動,社 会

活 動,国 民 生 活 の 中 で イ ン フ ラ ス トラ ク

チ ャー として の役割が増大。

2.新 情報 革 命に お ける情 報サ ー ビス産 業及 び

ユーザーの役割 の変化

この ような新情 報革 命が進展す る経済社会にお

いては,情 報サ ービス産 業(情 報 サー ビス業 のほ

か,コ ンピュータ ・メーカーにおける情報サ ー ビ

ス部 門を含む。)及 びユーザ ーが果 たす べ き役割

は大 き く変容。

(1)情 報 サー ビス産業 が果たすべ き役割

情報 サー ビス産業 は経験に裏打ち された高度

な技術力をベースに,情 報 システ ムの構築,運

用,活 用等のあ らゆる局面 において,ユ ーザ ー

に対 し,専 門的かつ高度 なサー ビスを提供 し,

ユ ーザ ーが情報技術か らの メリッ トを最大限に

享受 できるよ うにす る役 割を担 ってい くことが

必要。

① ユーザ ーの業務 ・組織 と情報 システムを一

体 のシステムと して最適化す るための企 画,

設 計,業 務 ・組織の改善支援

② ハー ド,パ ッケージソフ ト,カ ス タムソフ

トの最 適組 合 せ,設 計(シ ス テ ムイ ンテ グ

レーシ ョン機能)

③ ユーザーの業務改善 の支援等サ ポー ト,エ

ン ドユ ーザ ー教 育 してい く機能

④ ユーザーの情報 システ ム全体を一括 して管一



一
理す る役割(シ ステ ムズ ・オペ レー シ ョン)

⑤ 最新 の情報技術を駆使 し,品 質 の高いパ ッ

ケージ ・ソフ トウ ェアを開発 ・供 給 してい く

機能並 びに業務処理 のノウハ ウを利用者に移

転 してい く機能

(2)ユ ーザ ーに期待 され る役割

① 情報 シス テ ム部 門 は,分 散処 理 とエ ン ド

ユ ーザ ー コ ンピ ューテ ィ ングの進展 に よっ

て,情 報 システ ムと業務 ・組織 の在 り方 に関

す る戦略を立案 し,そ の戦略 に従 って,全 組

織的な情報化をバ ランスの とれた形 で推進 し

てい く役割へ と変化 し,情 報 システ ムの構 築

運用 に関す る機能は,長 期的には,情 報サ ー

ビス産業 に委ね られ る方 向。

② エ ン ドユーザ ーに期待 され る役割

各部門において 自らのニーズに即 した簡易

な情報 システムを構築 ・運用 し,そ の情報 シ

ステ ムを 自らの業務 に活用 できるよ うエン ド

ユーザー 自身 も基本 的な情報 システム構築運

用技術を備 え ることが必 要。

第2章 新情報革命の担い手 と して求めら

れる情報化人材

1.新 情報革命を担 う情報化人材

一技術者の専門化 ・高度化の必要性一

情報サービス産業が多面的かつ高度な役割を果

たしてい くためには,こ れまでのようにシステム

エンジニアといった単一種の人材にこれ らの高度

かつ多様な機能を担わせることは困難であり,以

下のような専門分野に特化 した豊富な経験 と高度

な専門知識 ・技術を備えた優秀な人材が必要。ま

た,エ ン ドユーザーにおいても,各 自が情報活用

能力を高めることに加え,エ ン ドユーザー コン

ピューティングを リー ドする人材が必要。

2.具 体 的な人材像

一専門分野に特化 した技術者の類型 ・求め られる

能カー

(1)情 報 システムの企画,設 計,開 発,運 用及び

評価に関連す る人材

① システムアナ リス ト(シ ステム コンサル タン

ト及 びシステム監査人)

・情報 システム化の構想立案能 力

・情報 システム化計画能力

・情報 の収集 ,利 活用法に関 しての企画提案

能 力

・情 報 システム監査能力

② プロジェク トマネージ ャ

・システ ム開発計 画立案能力

・プロジェク ト管理能 力

・生産性向上技術

③ アプ リケーシ ョンエ ンジニア

・システ ム化を行 う対 象業務 に関す る業務知

識を有 し,対 象業務を分析 し,シ ステムモ

デルヘ モデル化す る能力

・大規模 のシステ ムの基本 設計,シ ステム ソ

フ トを行え る能力

・中小規模の システムにおいて ,シ ステム要

求定義か らシステムテス トまでをCASE

等 の 開発環境や プ ロ トタイピング技法等 を

用 いて一貫 して行 える能力 ・既存 システム

の保守 を行 える能力

・各種パ ッケージ ソフ トウ ェア ,ハ ー ドウェ

ア等を評価選定 し,最 適 なシステ ムの決定

を行 う能力 ・

④ プ ロダクシ ョンエ ンジニア

・プ ログラム開発 計画を策定 し,そ れに基づ

いて プログラムの品質確保に留意 しつつ プ

ログラム開発を行 う能力

・CASEツ ー ル ,プ ロ トタイ ピング技法等一



を駆 使 して,品 質,保 守等 を考慮 した良質

の プログラムを開発す る能力

・開発 され た プ ログ ラムの テス ト計 画 を た

て,テ ス トを実施す る能 力

・プ ログラムの保守を行 う能 力

・パ ヅケージ ソフ トウ ェアを利用 した システ

ムイ ンテグ レーシ ョンにおいて,パ ッケー

ジ ・ソフ トウェアのカスタマ イズ及び統合

を行え る能 力

⑤ テクニカルスペ シャ リス ト

特定の専門分野に特化 した能 力

ω 基本 ソフ トウェア技術

・基本 ソフ トウ ェア評価,選 定能力

・システム方式設計能力

・システム評価能力

(ロ)デ ータベース技術

・デ ータモデル作成等 のデータ分析能力

・データベ ース管理 システムの評価,選 定

能力

・データベ ース設計能力

・情報資源管理能力

(ハ)ネ ッ トワー ク技術

・ネ ッ トワークソフ トウェア評価 ・選定能

力

・ネ ヅ トワーク設計能力

・上位層 サー ビス設計能力

⇔ ソフ トウェア生産技術

・開発方法論 及び技法 の評価,選 定及び適

用の能 力

・開発環境の選定 ,評 価 及び最適化 の能力

⑥ システ ム運 用管理エ ンジニア

・システム運用管理能力

・性能評価管理能力

・システム資源管理能力

・障害管理能力

・セキ ュリテ ィ管理能力

(2)技 術 者教育,利 用者教育に関連す る人材

⑦教 育エ ンジニア

・教 育計 画の立案能力

・知識 ,技 術 を効率的 かつ体系的に教育す る

能力

・マルチ メデ ィア等を利用 した教育効果 の高

い教材 を開発す る能力

・教 育効果を適切 に把握 し評価 す る能 力

・テ クニカル ライテ ィング等の プ レゼ ンテー

シ ョン能 力

(3)シ ス テ ムソフ ト及びマイ コン応用 システムの

開発に関連す る人材

⑧デベ ロップメン トエ ンジニア

・特定分野 におけ る製品開発に関す る高度 な

知識 を有 し,新 た な基本 ソフ トウェア,シ

ステ ム ソフ ト,マ イ コンシ ステ ム等 の企

画,開 発 を行 う能 力

・既存の システ ムソフ ト,マ イコンシステ ム

等の機能を効率的に活用 して,新 たなパ ッ

ケージ ソフ トウェア,マ イ コン応用 システ

ム等 の企画,開 発を行 う能 力

(4)利 用 者側 で情報化を リー ドす る人材

⑨ システ ムア ドミニス トレータ

・自部門における業務に精通 し,自 部門に最

適な システ ムの要求を とりまとめ,シ ステ

ムの提案を提供者側 に行 える能力

・自部 門 で利 用す る シス テ ムの最 適な ユ ー

ザ ーインターフェースを設計す る能力

・簡易 なシステムについては,自 ら4GL等

の簡 易言語 を用いて構築す る能 力

・自部 門におけ るシステム利用環境の整備,

管 理を行 える能力

・各ユ ーザーの情報 の収集,利 活用を支援す

る能 力一
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(5)情 報技術の研究開発を推進する人材

・新 しいシステムアーキテクチャや ソフ ト

ウェアの生産技術等を開発することのでき

る創造的な能力
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3.情 報 処理技術者の需給 の将来像

西暦2000年 に おけ る情報処理技術 者の需給 につ

いて現状 の トレン ドをベ ースに推計する と,需 要

は,シ ステムアナ リス トが32万 人,プ ロジェク ト

マネ ージャが19万 人,ア プ リケーシ ョンエ ンジニ

アが62万 人,フ 。ロダ クシ ョンエ ンジニ アが46万

人,テ クニカルスペ シャ リス トが9万 人,シ ステ

ム運用管理エ ンジニアが7万 人,教 育エ ンジニア

が5万 人,デ ベ ロ ッフ◆メン トエ ンジ ニアが13万

人,合 計194万 人程 度になる もの と考 え られ る。

一方 ,供 給者数は,全 体で140万 人程度とな り,単

純に量的に見ればおよそ54万 人が不足することが

予測される。

なお,今 回特に強調すべき点は,昭 和62年 提言

で2000年 における情報処理技術者の不足を97万 人

と予測 したが,こ れに対 し,官 民挙げて生産性向

上と人材供給拡大に努めた結果,量 的ギャップは

縮小 したが,技 術 ・役割の変化の中で質的ギャッ

プはむ しろ拡大。
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とでほぼ相殺されている。
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02000年 における需要の人材類型別内訳
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図2情 報処理技術者の需給予測結果及び予測方法の概要一
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第3章 情報化人材育成策の基本的方向に

ついて

1.情 報化人材育成の基本的視点

新情報革命の担い手 となる専門分野に特化した

高度な情報処理技術者の育成及びユーザーの情報

活用能力の向上へ向けた総合的な対策を講 じてい

くことが必要。

(1)人 材像の類型に即した教育カリキュラムと評

価制度の一貫 した育成システムの形成

人材像の類型ごとに必要とされる教育内容を

明確にし,そ れを修得するためのカリキュラム

を確立するとともに,カ リキュラムに基づいた

教育の成果を適切に評価する評価制度を設ける

ことにより,学 校教育,企 業内教育と試験制度

が一貫 した育成システムとして形成されること

が必要。

(2)基 礎力養成のための学校教育の重視

情報処理技術者 として飛躍的に専門的 ・体系

的な知識 ・技術が要求。学校教育はその基礎力

の養成に向けた内容の充実が必要。その際,

各々の教育機関の教育が産業界のニーズを反映

した実践的な内容 となるよう配慮することが重

要。

(3)情 報処理技術者育成の国際化の推進

情報サービス産業の国際化に対応し,情 報処

理技術者像,評 価に係る国際的八一モナイゼー

シ ョンを図っていくことが望まれる。また,発

展途上国に対 しては,国 際協力の推進が必要。

(4)情 報 リテラシーの向上

情報システムを家庭や一般社会において個人

単位で活用 し,情 報化の恩恵をエン ドユーザー

が最大限に享受することができるよう情報処理

能力及び情報利活用能力(情 報 リテラシー)を

国民全体の レベルで向上 させていく必要。

2.最 終答申に向けての具体的な検討課題

(1)企 業内教育の在 り方

これまでのようなオン ・ザ ・ジョブ ・トレー

ニング(OJT)で は,今 後必要となる専門分

野に特化 した高度な情報処理技術者の育成を図

るためには,対 応困難。

各企業が,人 材像の類型に対応するカリキュ

ラムに即 した教育を行 うとともに,技 術者の能

力を企業内における処遇に反映させるためのシ

ステムを確立することが必要。

このため,在 職技術者の再教育,転 換教育を

含め,専 門特化 した技術者の育成を可能とする

よう,教 育指導者の育成強化,標 準カリキュラ

ムに即 した教材の開発 ・供給,公 的人材育成機

関等による教育の利活用,学 校教育との連携協

力の強化,人 材育成における資金面での助成,

企業の取 り組みに対する支援の方策等について

検討。

(2)学 校教育機関の役割と検討課題

① 大学教育の役割と検討課題

今後期待される専門分野に特化した高度

情報処理技術者に対 しては,従 来にない専

門的かつ体系的な知識,技 術が強 く求めら

れているため,専 門教育における教育内容

の充実,基 礎教育における教育内容の充

実,企 業との連携を強化する方策を検討。・

② 専門学校教育の役割と検討課題

初級のプロダクションエンジニアの育成

教育に加え,将 来,ア プリケーションエン

ジニア等各種の高度な技術者 となるための

実践的な教育内容の在 り方,教 員及び設備

の充実のための方策等を検討。また,3年

制又は4年 制の専門学校の動向に対応 した

教育体制の整備を図るための方策について

も検討。一
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③ 職業高校教育の役割と検討課題

情報 リテラシー教育に加え,将 来の情報

処理技術者として必要となる教育内容,教

員研修,教 育設備等について一層の充実が

図られるよう検討。

(3)公 的人材育成機関の役割と検討課題

中央情報教育研究所は,情 報処理技術者の育

成の中核的機関として,新 情報革命を担 う情報

化人材の育成のための中核的機関としてのさら

なる強化につき検討。また,地 域 ソフ トウェア

センターについては,地 方において質の高い標

準的な人材教育を行 う機関としてその機能強化

につき検討。

(4)各 機関の連携の在 り方

今後求められる情報処理技術者の教育が効果

的になされるよう各教育機関の連携を強化する

ための方策を検討。

(5)試 験制度の見直 し一人材像の類型 ・キャリア

パス ・カリキュラムとの連動

人材像の類型及び一般的な技術者のキャリア

パスを踏まえた新たな試験区分,試 験内容とカ

リキュラムとの連動の在 り方について検討。ま

た,一 定条件の下に試験の一部免除を導入する

ことについても検討。

(6)国 際化への対応

情報処理技術者の育成 ・評価システムについ

ては,将 来的に国際的な共通化が図られること

が要請 されるものと考えられるため,米 欧等海

外の評価機関等 との連携策を含め必要な施策を

検討。 また,発 展途上国の情報処理技術者の育

成 ・評価 システムの向上への取組みに対する支

援策について検討。

(7)情 報 リテラシーの向上

情報 リテラシーの向上に当たっては,将 来,

情報処理技術者となるための基礎的資質の形成

の観点と社会の情報化に対応しうる情報 システ

ムの一般的な利用者 としての最低限の情報 リテ

ラシーの修得の観点の2つ の観点から,初 等中

等教育段階から社会教育段階に至るまで,具 体

的な施策を検討。

一



「アメリカにおける情報・通信技術の進展と企業経営のインパクト」

一平成4年 度情報化国際講演 ・討論 会講演抄録－
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ス テ ィ ー ブ ン ソ ン

1.技 術 導入の3段 階

技術の導入には3つ の段階 がある。 まず第1は

レスポンスタイ ムの向上である。

次に,そ の新 しい技術 を通 じての コス トの削減

を考 える。 さらに次 の段階に至る と,企 業 を再編

成 し,新 しい技術を最大限に利用 してい くように

なる。

こうい った再編成 は,ま ず初めに,非 常 に数多

くの中間管理職 を解雇す ることか ら進み,す でに

大企業 では こうい った傾 向がかな り進んで きてい

る。最近の傾 向 としては,副 社長や上級管理職 レ

ベル も減 らして きてい る。 クライアン トサ ーバ あ

るいはPC-LANと い ったアプ ローチを使 うと

い うことに よって,下 の レベルでデー タを処理す

ることにな って きたためであ り,こ うい った技術

を最大限 に利用す ることが現実に行われる ように

なってきたのである。

2.企 業組織の再編成

こういった再編成で考えていかなければならな

いのは,ど ういった形で新技術が新 しい組織に影

響を与えてい くかを理解することである。 クライ

アンア トサーバのアーキテクチャあるいはPC-

LANを 導入すると,従 業員は発言権を拡大する

ことができる。各部門が,今 まで以上に自社の事

業の方向性について管理できるようになった。ま

た,ど うい った形で コンピュータアプ リケーシ ョ

ンを導入 してい くかについて も,発 言権を持つ よ

うにな った。

クライアン トサ ーバの考え方は,単 なるPC-

LANの ア ーキテ クチ ャか ら見れば,非 常 に大 き

な進歩 である。 また,実 現技術 として も考 えるこ

とができる。つ ま り,顧 客に よ り近 くな ることが

で きる,あ るいは製造拠点に よ り近 くな ることが

で きる,さ らに管理を改善す ることがで きる,そ

して,そ の ことか ら全体的 な事業部門の経 営を改

善す ることがで きる とい うことにな る。デ ータ処

理 と通信の施設 と同時 に,企 業 の管理部門 も再編

成 してい くことにな る。

3.注 目される技術

ユーザのビジネスのや り方にインパクトを及ぼ

し,そ の技術の最適な利用によりその組織に貢献

する,幾 つか重要な新製品が出てきている。

① 自動呼配信

②電子 メール

③双方向音声応答システム'

④CAD/CAMワ ークステーション

⑤画像 システム

⑥EDI

⑦ビデオ会議

⑧高速データ通信一



⑨無線通信

企業の経営,そ して運営 管 理に つい て,こ う

いった製品が一体 ど うい った ところに大きなイ ン

パ ク トを及ぼす のか。米国の例を見 ると,ま ず,

戦略的 に競争優位性 を確保す るための アプ リケ ー

シ ョンに影響 を及ぼ している。マ ーケ ッ トシェア

を改善 した り,そ の市場 での地位を強固にす るた

めの アプ リケー シ ョンである。

例えば フェデ ラルエ クスプ レスでは荷物 の リア

ルタイム トラ ッキ ングに よ り顧客 は 自分の荷物 が

どこに あるか何時で も確認で きる。 また,ア メ リ

カンエアライン社は,航 空機 の座席予約 システ ム

であるセイバーによ り他社 よ りも非常に細 かい企

画がで きる ようになっている。

次に,事 務処 理の 自動化 である。 ここ5年 間 に

PCが か な り浸透 し,企 業の70%が 今 後数年 間に

導入す るか,現 在使 ってい るか とい う段 階にまで

きている。PCの ほかに もボイ スメ ッセ ージング

や 自動呼配信 があ り,秘 書や電話 オペ レータが不

要にな った。

次に,販 売員の生産 性改善が,ラ ップ トップの

導入,電 子 メールの導入,双 方向音声応答 システ

ムの導入 に よって高 ま って きた。 例 えば ボ イス

メヅセージ ングシステムを使 って,移 動通信に よ

り外 に出ている販売員 が本社 の営業部員 あるいは

他部門の担 当者 と通 信 が で きる よ うにす る。 サ

ポー ト担 当者 が顧客 にサー ビスを提供 しなければ

な らない場合に,外 に出ているセールスマンが即

そ うい ったサ ービスを提供 で きるようにす るので

ある。 こ うい った ものを導入す ると,本 社 の営業

部門 のフロアスペ ース も小 さ くで き,セ ールスマ

ンはよ り多 くの時間を外で費やす ことがで きる。

この他,ジ ャス ト・イン ・タイム,画 像の蓄積

・処理 ・検索 などが利用 され る。

4.ビ ジネスの優位性 につなげ る例

小売業において非 常に大 きな役割 を果た し,ま

た好 まれてい る,ク イ ック レスポ ンスと呼 んで い

るものが ある。 クイ ヅク レスポ ンス とは,消 費者

のユースのパ ターンを分析 し,購 買パ ター ンな ど

が どうな っているかを分析す るのに利用 し,そ し

て材料 あ るいは製 品をそれ にあわせて調整 してい

くことがで きるよ うにす る ものである。

リミテ ッ ド社は これを小売分野,特 に衣料分野

に限 って導入 してい る。 ケーマー トは2,200店 舗

でこれを導入 した。それぞれ衛星ア ンテナ地上局

と接続 し,POSの 情 報を本部に集中 し,本 部 で

在庫 レベルを毎 日調整 している。

それか ら,2社 ほ ど自動車会社が衛星通信 を取

り入れ,デ ィーラーと衛星通信 回線で結 んでい る。

ゼネラル ・モーターズは7,800のVSATを 導 入

し,ク ライスラーの方は5,000以 上,こ の地上 局

を導 入 している。 これはEDIや テ レビ会議,テ

レビ教育研修 を衛星通信でデ ィー ラーに送 るため

に使 っている。

5.パ ソコン利用 の発展

PCの 利用には,新 しい応用がい ろいろ と考え

られて いる。特にパ ソコン通信 には大 きな可能性

がある。 ビデオ ボ ー ドをつ け て,コ ミュニケ ー

シ ョンマネ ージメン トもできる。例 えばISDN

や そ の他の ネ ッ トワー クに簡単 に接続す ることが

で きる。交換型64Kbps回 線 へのア クセス も簡単 に

で きる。

パ ソコンを使 って,こ うい うシステ ムを接続 し

て会話す る とい うことにな ると,ス ク リー ンに出

て くるいろい ろな材 料 を両 端で 同時 に変 え なが

ら,い ろいろな ことを考 える ことがで きる。場合

に よっては,ビ デオイ メージ もス クリーンの4分一



の1を 使 って出す ことが できる。 スク リーンを い

くつかに分割 して,そ こに財務諸表や手紙 などい

ろいろな文章 な どを乗せ,そ れ を見て送信す る こ

ともで きる。

この種類 の製品 で現 在最 も注 目され て い るの

は,ノ ーザ ンテ レコムビジッ トである。 この製 品

は2ヵ 月前に発表 されたぼか りである。 もともと

ア ップル コンピュータ向けであ ったが,今 はIB

M/PC,あ る いはIBMク ロー ンに も使 える よ

うになって きて いる。

我 々の調査 では,こ の種の コ ミュニケーシ ョン

ツールへ の需要 が非常に高い。スキ ャンニングや

検索,あ るいはその他 の手段を通 じ,デ ィスクか

ら直接簡単 に情報 を取 って比較 した り,最 終的な

修 正を行 って,両 端 で同時 にそれを採用す るとい

う決定 を下 す ことが簡単 にできるか らである。

これまで実際に製 品化 され た ものは ピクチ ャー

テルだけであ ったが,ピ クチ ャーテルはフ ァイル

伝送に難があ り,現 在,5,000台 しか出ていない。

しか し,ノ ーザ ンテ レコムの ビジッ トはかな り有

望で ある。 これは一種の通話の拡張であ り,市 場

規模は数十億 ドルであ る。

双方 向テ レビ会議 も同様の伸びが期待 され る。

6.金 額か ら見た新技術導入

いろいろな形 で コンピュータや通信 のシステム

が導 入され てきた と言 えるが,実 際 に設置 された

ものを金額 ベースで見 てみ る と,今 世紀末 までに

700億 ドルに上 るで あろ う。現在約5,000億 ドルで

ある。

通信機 器は金額 ベースでは280億 ドル。 その他

のサ ービス,例 えば回線の コス トが820億 ドルで,

そ の他 に労働 力 が100億 ドル ぐらい。全 体 で は

1992年 に5,200億 ドル の支 出が あ った。 全 体 では

8～9%の 伸 び率であ るが,外 部サ ービスが最 も

伸び率は高い。

4,500万 人 のホワイ トカラーがい る と考 えた 場

合,5,200億 ドル の支 出が あるとな る と,ホ ワイ

トカラー1人 当た りの支出は1,30eド ル にな る。

企業 の予算を考えた場 合,各 従業員 につ いての コ

ンピュータ関係の支出は非常 に高い と言 える。特

に運輸業や旅客運送な どの場合,コ ンピュータ化

され た予約サ ービスを提供 す るため,1人 当た り

1万8,000ド ル とい う予算 が必 要 にな る。 ーマネ ー

ジメン ト側 もこれ を十分に考えていかなけれ ばな

らない。

7.小 売業のジ ャス ト・イン ・タイ ム

小売業に とって,ま ず第1に 無線機器端末が出

て きた ことは非常 に重要 である。特に ポータブル

なPOSが で き,無 線 で接続 できる ようにな った

ことは,例 えば売子が 自分のター ミナル を持 った

まま,店 舗の中で顧客の ところにい って,幾 つか

の場所で の買物を まとめて処理で きることを意味

す る。つ ま り買物客は あち らこち らに行 って処理

して もら う必要が無い。 また,レ イ アウ トの変更

が簡単に できる。店 内の配置はあ る程度定期 的に

変 えていかなければ顧客の興味を惹 くことはでき

ないが,以 前は再配線を しなければな らなか った

ため,そ の コス トが馬鹿にな らなか った。

ワイヤ レスが出てきた ことに よる第2の イ ンパ

ク トは,百 貨店 の場合,RFタ ー ミナル,あ るい

はRF-PCを 使 い,価 格 の再設定や リアル タイ

ムでの在庫管理ができる ようにな ることであ る。

さらにPOSの チ ェックアウ トセール スを見 るこ

とがで きる。

8.EDlが 与 え る影響

納入業者 と買 い主 の関 係 にEDIパ ー トナ ー

シ ップが出来 てきてい る。 メーカ側 と買い主がE一



DIパ ー トナーシ ップ契約を結ぶ。 これは,ど う

い う形で発注す るか,あ るいは再発注について ど

うす るかについて定めた ものである。

数多 くの契約が既に締結 され て実施 されて いる。

その中には,例 えば小売業が 自動的に納 入を受け

る,つ ま り再発注を しな くて も,商 品がな くなれ

ば,そ れ を 自動的 に納入す るとい うシステ ムも出

来て きている。 ここには,明 らかに仲介を通 さな

い直接の関係がで きる とい う傾 向が見 られ る。E

DIは 様 々な業種 を結 ぶ鍵 にな っている。

9.企 業組織再編成の例

ケナメタル とい う会社は,組 織の再編成を新 し

い技術 を導入す ることに よって実現 した。同社は

競争力を上げるために,か な り多額 の投資を し,

CADや コ ンピュー タ化流通 システムも導入 し,

販 売員の再編成 もし,こ うい ったセール スマンに

対 してPCと 移動通信機器を渡 し,セ ールスマ ン

が常 にボイス メ ッセー ジ ング システ ムや ラ ップ

トップを使 って,そ の現場での注文を受けて,即

本社に送 るように している。 また製品を顧客に納

品す る場合に もEDIを 使 っている。

この会社 は組織の再編成 をす るに当た り,流 通

のアプ リケーシ ョンを活用 した。 この導入に よっ

て,自 社製 品だけではな く,他 の メーカの製品 も

流通す ることがで きるようにな り,現 在は他社の

製品 も顧客に納品 してい る。

非常に効率の高い流通ネ ットワークを導 入 し,

そ の際 に最高技術をその中に組み込んだため,組

織 を再編成す るだけ ではな く,さ らに現在の ビジ

ネスか ら新 しい方 向へ のチ ャンスをつかんだ と言

え よう。

また,ク ライスラー社 はEDIを 広 範囲に導入

した。 ジャス ト ・イ ン ・タイムを導入 したが,中

で も非常に注 目で きる努力は,衛 星通信 を使 って

ビデオ流通 チャンネルを導入 した ことである。G

Mも7万8,000のVSATを 子 会社 に対 して 導入

してお り,ク ライスラー社 も6,600の 衛 星通 信局

を1,000社 のデ ィーラーに配置 している。

特に重要なアプ リケーシ ョンと しては,遠 隔教

育 ・学習で ある。 どの ように 自動車 を売 るのか,

ど ういった メ リットが 自動車にあるのか教育で き

る。 また,VSATの ビデオ機 能を使 って,製 品

や製造情報 を企業の経営陣に対 して も提供 できる

よ うにな った。

キャタピラー社 はネ ッ トワーク コンピュータを

導入 し,グ ローバルな高速通信 リンクを導入 した

ため,製 造か ら完成 までの時 間を2週 間 も短縮す

る ことがで きた。 しか も,地 球 レベル でそれを短

縮す る ことができた。23ヵ 所の製 造工場にIBM

の コ ンピュータを入れ,そ れ らを高速 ネ ッ トワー

クでつないでい る。

同社の大 きな 目的は,高 速通信を導入す ること

によって生産性を改善 し,製 品の仕様,注 文の情

報 を世界 に散 らばった工場に対 して迅速に提供 す

ることであった。 この再編成 と高速通信 リンクの

導入に よって得 られ た副産物 として,デ ータ処理

が共有 とな った。いろいろな時間帯で もカバーで

きるため,1つ の工場 に負荷が掛か り過ぎない よ

うにバラ ンスを取 って処理 してい る。

10.無 線 技術の与 える影響

無線技術 は,技 術の導入の最初 の段階に あると

いえ る。 まだまだ組織の中に普及 しているとい う

段階ではないが,設 置費を削減 し,保 守 にも余 り

金が掛か らない とい う利点があ る。

今後は,次 の段 階 として,い ろい ろな製品が出

て くる。 これはパ ーソナル ・コ ミュニケーシ ョン

・システム(PCS)と い う形 を取 るで あろ う。

PCSに よ りアプ リケーシ ョンの稼働性が高 ま一
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る。例 えば,即 時の対応が生産 性 と安全性 に深 く

かかわ って くる医療 ・法律 ・運 輸 ・保 守 の分野

等 々で,ま ず使われ ることになろ う。

ワイヤ レス技術の役割は,今 後5年 間かな り拡

大 して い く。 自分の カー ドを端 末に差 し込 めばそ

れで 自分の端末 として利用で きる ようになる。 そ

の カー ドを1枚 持ち運べば良い とい う時代 になる

で あろ う。

さて,無 線の ど うい う利 点が組織 の変化 につ な

が るのか。それは,移 動や規模 の拡大 に非常 に柔

軟であ る点 であ る。特 に大 きな企業 の 小 さな支

店,営 業所あ るいは小 さな企業 に利便性 が最 も感

じられ るであろ う。小 さな企業 は ワイヤ レスシス

テ ムを使 って,あ ち らこちらで事業 を展開す るこ

とがで きる。 ワイヤ レスを使 うことによって動 き

も容易にな り,高 速 にな り,コ ス トも低減で きる。

また,徐 々に拡大す ることもできる。

企業の中で も,例 えば大きなスペ ースが要 らな

い ところは非常に便利 である。 また将来 の拡大を

考え るとき,再 配線 は大変 であ り,オ フィスの構

造 も考えなければな らない。 ワイヤ レスな ら配線

場所 で頭を悩 ませる必 要はない。

アメ リカでは,VSATは10万 台 ぐらい設置 さ

れてい る。今世紀 末までに,そ の数字は20万 に達

す るのではないか と予測 され ている。 これは企業

活動の分野のみに限定 した数字 であ り,軍 事部門

あ るいは民生部門での利用 は除外 され ている。V

SATは 組 織再編成 に大 きな影響 を与 えることに

なろ う。 企業 としては,遠 隔地 とも効率 良 く中央

の本 部 と接続 するこ とができる。

11.高 速 デー タサー ビスが与える影響

フ レーム リレーやSMDS,FDDI,B-I

SDNな ど,高 速 データサ ー ビスが可能にな って

きている。 この中で主た るアプ リケーシ ョンとし

てユーザ が現在考 えているのはテ レビ会議である。

その他 には,マ ネージメン ト側の意思決定 を容 易

にす るシステムが ある。 これは分散 した組織 にお

いて も意思決定が簡単にで きるようになる ことを

意味す るた め,一 般的に組織の分散化 が さらに進

む こ とになる。

重要 な点 と しては医療分野があ る。 この分野 で

は,小 さな病院の機能が高 まることになる。遠隔

地 では今 まで十分な医療 が受け られない とい う問

題が あったが,SMDSそ の 他の高速 データサ ー

ビスを使 って,非 常に大 きな病院 に接続 し,そ こ

のスタ ヅフを使 ってその病院の技能 を利用 できる

よ うにす る計画が立て られている。特 に米 国中西

部 では,こ の問題が非常 に深 刻であ り,テ レラジ

オ ロジーとい う名称 で既 に行 われ ている。X線 を

使 うこともで きる。MRIやCTス キ ャンに も,

こ の技術が導入 されてい く予定 である。

去年 までは,製 造業の企業 が複数 の開発部門を

一つの研究開発部門へ集 める動 きが見 られた
。現

在では非常 に早 い ス ピー ドでCADの ワ ー クス

テ ーシ ョンを接続 す ることができる ようにな った

ため,複 数の人間が同時 に ワー クステーシ ョンで

何 らかの製品の開発 をす る ことが できる。そのた

め,ま た もとの ように分散化す る企業 も出て きて

い る。

12.ま と め

企業 の再編 につ いて,ま ず組織の企画か ら考 え

てい くと,重 要 なことは,こ の変 革をで きるだけ

調和 の取れ た形 でや って い くとい うことであろ う。

そ して,で きるだけ早い段階で計画の中に取 り入

れ,予 算を考えた上で計画を立てていかなけれ ば

な らない。一般的に言 って,合 弁や提携 の関係 は

うま くいか ない ことが多い。

その他に アウ トソーシングとい う考 え方 がある。一



ア ウ トソーシングは アメ リカで非常に大 きな ビジ

ネスになっている。160億 ドル市場 に な り,年 間

12%の 伸 びを示 している。 これは220億 ドル ぐら

い と拡 大する と 予測 され るが,こ れは あ くまで も

付加価値 のある ソフ トウエアであって,ハ ー ドウ

エアとい うのは別である。 上位50社 のサービス企

業を合計す ると,135億 ドルで あ る。EDSが 最

大で ある。

2000年 とい う年を見た場合に,何 が大 きな特徴

となって くるので あろ うか。PC-LAN,ク ラ

イア ン トサーバは今後 とも重要であ ろ う。なぜ な

ら,こ ういった ものは企業 の望みに マ ッチ してい

るか らである。 メイ ンフ レームは今後 とも存在 し

続け るが伸 びは鈍化 してい く。そ して,非 常に巨

大なサーバが クライア ン トサーバの環境 にお いて

必要にな って くることになろ う。

そのほかに も光 ファイバー技術 が大 きな影響を

持 って くる。 この2000年 末 までにはダイヤル ア ッ

プ ビデオが重要にな って くるであろ うし,消 費者

に とって も遠隔学習のために ビデオやテ レビへ の

アクセスができる ように,そ れか ら教材 を確保す

るのに も必要になろ う。

米国では光 ファイバーに よりローカル アクセス

分野での競合が激化 してい る。1996年 あ るいはそ

れ以降,ISDNが 米 国で非常 に普及 して くる と

考 えられ る。 また全国 レベルで も全般的に普 及 し

てい くことになろ う。ISDNへ の アクセス もい

ろいろなと ころか ら可能 になるため,多 くの アプ

リケー ションが消費者側 でも使 えることにな ろ う。

一



一
<ア メ リカ>

UCLAが カ リフ ォル ニア州で 実施 したバ ー

コー ド会計に関す る調査 に よれ ば ,1200品 目で価

格 が5～12%誤 っている ことが発見 された。 これ

はバー コー ドスキ ャナーの精度に よる ものでは な

く,価 格 フ ァイルのメ ンテナンスの煩雑 さに起因

す る。大売 出 しなどで商品価格は頻繁に変更 され

るため,誤 入力や入力洩れが生 じやすいのであ る。

この解決策 と して,陳 列棚 の価格表示 を液 晶に

し,定 価 ・売出 し価格 ・その他製 品情報 を表示す

る システ ムが考案 され ている。 消費者 団体や コン

サルタ ン トは このシステムの導入を歓迎 して いる

が,小 売業者 は コス ト高に なるため消極的で ある。

〈ア メ リカ〉

アプ リケー シ ョン開発 で の プ ロジ ェク ト管理

を,中 堅の技術系マネ ージャー と非技術系 マネー

ジャーとで責任 を分担 して実施す る方法が注 目さ

れている。 フ。ロジ ェク ト管理 をプ ロジ ェク ト本体

と人材 とに分けた り,ま た,プ ロジ ェク ト全体 と

プ ロジ ェク トの技術的側面 とに分けた り,会 社 に

よってまちまちで あるが,限 られた時間内で要求

に応 じた質の高い プロジェク トが完遂 で きる と好

評であ る。

その もの と言 うことはできないが,電 気通信サ ー

ビス と放送 サー ビスの融合 につなが る道標 と考え

る ことが できる。

この決定は光 ケーブル敷設の促進を 目的 として

お り,電 気通信イ ンフラの整備に よる全産 業の活

性化が究極の 目的であ る。

ク リン トン次期大統領政権 も電気通信 インフラ

の整備 を大 きな 目標 として掲げ ている。

〈 ヨー ロッパ〉

ヨー ロッパの 市場統合を控え ,国 境を超 えた情

報 ・通信部門の アウ トソーシングの動 きが現れ て

きた。国 ごとに事情 が異なるため,ま だまだ波 を

起 こす までには至 らないが,ボ ーダー レス化が進

めばかな り有望な市場 だ と予測 され ている。

現在 は,ヨ ー ロッパで各国 キ ャリアか ら独 自に

専用線 を借 りて 自営 網 を運 営す る よ りも,ヨ ー

ロッパ全域 に展開 してい るVAN事 業 者のネ ッ ト

ワークを利用 した方が効率が良い とい う考 え方 が

あ り,そ うい う観点か らも,米 国系 のVAN事 業

者 を中心に,今 後越境 のア ウ トソーシ ング ・ビジ

ネスが広 がる可能性 がある。 へ

〈アメリカ〉

連邦通信委員会は,6月 に地域電話会社に ビデ

オ ・ダイヤル ・トーン ・サービスの提供を認める

決定を下 した。これは市内電話網を使ってテ レビ

番組を伝送することを認めたもので,電 話会社 自

身は番組の提供はできないためCATVサ ービス

`

一



情報処理教育実態調査

わが国における情報処理教育の全体動向に関す

る最新のデータを把握 し,施 策検討に資すること

を目的として,毎 年継続 して実施 している。内容

は,固 定テーマとして学校教育機関(全 国の高等

学校,専 門学校,高 等専門学校,短 期大学,大

学)お よび企業(全 国の情報処理関連企業,ユ ー

ザ企業)に おける情報処理教育の内容,方 法,課

題に関するアンケー ト調査を実施する他,時 宜に

適 したテーマを選定し調査を行っている。

今年度は情報処理を取 りまく情報技術の革新と

情報システムの役割の変化により,必 要とされる

人材が具備すべき知識技術の変化を新たなテーマ

として取 り上げ調査 した。

まず,情 報技術の革新について見ると,情 報シ

ステムの機能の高度化,情 報システム利用環境の

高度化,情 報 システムの構築技術の高度化等があ

る。

また,情 報システムの役割の変化について見る

と,情 報システムと知的創造活動の融合,情 報シ

ステムのエン ドユーザへの接近,情 報システムの

インフラ化等があるが,こ れら新情報化時代を支

える情報処理技術者がどの様な業務をこなしてい

るかについての調査の中間結果があるので紹介す

る。

調査は,郵 送によるアンケー ト形式で平成4年

11月初旬に実施 し,12月 初旬現在の回答件数は,

205件 となっている。

1.業 務構成

オペレータ業務を除いた現在の業務構成を加重

平均済みの構成比で見 ると,プ ログラミングが

26.5%で 最 も 多 く,次 い で ソ フ ト ウ ェ ア 設 計 が

20.4%,要 求 仕 様/基 本 設 計 が18.0%等 と な っ て

い る 。

情報教育(z4>.・
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図1業 務 構 成 比

これ を4年 後 の業務の増加率について見る と,

要 求仕様/基 本 設計 が45.3%と 最 も増 加 比が 高

く,次 いで情報 システ ム企画/分 析が41.6%,シ

ス テム監査が35.5%等 とな ってお り,上 流工程へ

の業務負担 のシフ トが 目立つ一方,プ ログラ ミン

グは,ツ ール等 の開発 に より一13.3%と 著 しい減

少の傾 向を示 している。

プロジェクト管理
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図24年 後 の 業 務 増 加 率

さらに,業 務構成比を4年 後の増加率を加味し

て見直 して見ると,要 求仕様/基 本設計が22.1%

で最 も多 くな り,次 いで ソフ トウェア設計が

20.1%,プ ログラ ミングが19.5%等 とな ってお

り,現 在第1位 のプログラミングと第3位 の要求

仕様/基 本設計が逆転す ると予測 している。一
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さらに,経 験を積 んで も要 求 レベルに達 してい

ない技 術者の比率につ いて,単 純 平均で見 ると,

シ ステ ム監査が34.9%で 最 も高 く,次 いで情報 シ

ステ ム企画/分 析が33.0%,プ ロ ジェク ト管理が

31.2%等 と な って い る一方,プ ログ ラ ミング は

18.6%と 最 も要求 レベル に達 していない技術者 の

比率 が低 い。

2.業 務別人材育成

情報処理 シス テム開発 の業務 が こなせ るのに必

要 とされ る経験 年数につ いて単純平均 で見 ると,

シ ステム監査 が10.2年 で 最 も長 く ,次 い で プ ロ

ジ ェク ト管理が9.2年,情 報 シ ステ ム企 画/分 析

が8.1年 と なっている一 方,1番 短 いプ ログ ラ ミ

ングは2.0年 とな ってい る。
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図5要 求レベルに達 していない技術者の比率

以上の結果で も分かるように,今 後は急速に情

報処理システムの開発の上流工程を担 う技術者に

対するニーズが増大する一方でプ ログラミングに

代表 される下流工程を担 う技術者に対するニーズ

は,各 種ツール等の普及に伴い,減 少の傾向を示

している。

また,こ れら上流工程が こなせ る技術者は長期

の経験が必要の上,時 間を掛ければ要求 レベルに

必ず達する訳ではないことがアンケー トから窺え

る。
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わが国の情報 ネ ッ トワー クサー ビス事業 の現状

一平成3年 度情報ネ ッ トワークサー ビス事業実態調査結果 よ り一

1.は じめに

今回の調査(調 査期間:平 成3年1月 ～平成4

年2月)に おいては,特 別第二種電気通信事業者

21社,一 般第二種電気通信事業者228社,そ の他

32社 の計281社 から有効回答を回収 した。特別第

回答者の業種別内訳

二種電気通信事業者をは じめとする有力事業者を

網羅できたほか,回 収率が昨年の277社 に比べ4

社増 となった。また,65.3%が 前年と同一企業で

あることか ら,デ ータの継続性とい う点からも信

頼性が高まっている考えられる。

i
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調査結果を概観 して,い くつかの特徴的な点に

ついて次に指摘したい。

① 前回調査で も指摘 した,ビ ジネスの展開方

針,売 上高,採 算性,設 備,運 用などの面でみ

られる2極 化現象は今回の調査においても現れ

てお り,と くに大手業者がかつてよく議論 され

た 「基幹VAN」 といった形でビジネスを展開

していくと思われる。

② また,「採算がとれている」 とする ものが今

回23.8%(前 年17%)に 達 し,約4社 に1社 が採

算がとれてきたことになる。

平成2年度回答277社
平成3年度回答281社

昭和59年 ～61年 頃の業者の大量登録 ・届出,ビ

ジネス開始時代か らすると本年から来年にかけ

てが,設 備の償却期限(6年)を 迎えることとな

る。初期投資の大 きいビジネスであるだけに,

償却負担が減少し,単 年度黒字化して くる企業

は増えそ うである。

③ 事業のねらい(事 業継続の動機)と して将来

性を見込んでいるものは多いが,新 しいビジネ

スチャンスとい うより,既 に展開 しているビジ

ネスを着実に伸ばしていこうという意識が感 じ

られる。一
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④ 回答企業全体 での売上高平均は,4,043百 万

円(平 成2年 度 は,3,662百 万 門)と か な りの額

に な って い るが,こ れ は 大 手 業 者(含 コ ン

ピ ュータメーカー系業者)の 数字に よるイ ンパ

ク トが大 きか った もの とみ られ る。

⑤ 一方,セ キ ュリテ ィ対策,障 害 対策,運 用体

制においては,依 然 として不 十分な面が ある。

採算性を追 うためお ろそ かにな ってい る可能性

のある この分野に,今 後充分 な対 策が講 じられ

る ことが望 ましい。

⑥ 当事業 に関す る売上高伸び率 の全 事業者の平

均 は10.38%(昨 年18、7%)で あ るが,特 別 第 二

種電気通信 事業者は10.41%(昨 年21.3%)で あ

るのに対 して,一 般 第 二種 電 気通 信 事業 者 は

9.06%(昨 年17.4%)で あ った。

昨年 は,新 規参 入業 者や小規模事業者 の方 が

成長率が高 いのではないか とい う予測 に反 し,

大 規 模 事業 者 の 方 が 設 備 規 模 や サ ー ビス メ

ニューの豊富 さを活か して高度 成長 しているこ

とを示 して いた。 今 年度 は そ の差 は あ る もの

の,全 体的に安定成長 している ことが うかがわ

れ る。

2.事 業の実施状況

一事業実 施企 業 と未実施企業が 固定化 一

本年度 よ り 「情 報 ネ ッ トワー クサ ー ビス の内

容」 につ いての質問項 目区分を変更 してお り,従

来独立項 目としていた回線 リセールを基本通信 の

中に含め る こととした。 また,情 報提供 について

も情報処理 の一部 として扱 うことと した。

サ ー ビスの実施状況 をみ ると,昨 年 とほ とん ど

変 りのない回答比率 とな ってお り,既 にサ ー ビス

を実施す る者は大半実施 してお り,そ の予定 のな

い ものはず っと実施せず にいる ,と い う傾 向がみ

られ る。

無効回答の中には 「廃業 した」為返答せず と

いって返送されてきたものもあることから,逆 に

本アンケー ト調査に回答を寄せてきている企業は

本当に実施 している企業が多くなっているともい

える。

サービス内容については,先 述のとお り区分変

更 したが,基 本通信提供企業がやや増加したのみ

で,高 度通信,情 報処理等にそれ程変化がない。

これは,情 報提供業者の大半は情報処理業者で

あったためと思われる。

「 一一.下・ ・一・1-－
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3.事 業者の規模

(回答237社)

(回答277社)

(回答261社)

一デ ィジタル高速回線の導入により分布に変化一

資本金,年 商規模の分布に変化はないが,昨 年

より回答数の増えた分は,資 本金で1億 円以下の

小規模事業者であったことが推定される。

回線数規模については,20回 線以下の小規模事

業者が減 り,全 体 として上方移行 している。特

に,500回 線以上の大規模事業者へ の移行が顕著

にみられる。

一方 ,デ ィジタル高速回線の導入が急速に進ん

でいることを考えると,そ の単位回線への換算式

の違いにより,異 なる傾向が現れ ることも予想さ

れるので,今 後の調査方法については注意が必要

である。

　一 圃



4.事 業のねらい

一将来性を期待 して事業を継続中一

これまでは,「事業の参入動機」 とい う設問で

あったが,本 年度から 「事業のねらい」という設

問に変更 した。

ねらいの上位3つ は,昨 年と同 じく 「将来性を

見込んで」,「業務処理の高度化等の向上を図るた

め」,「関連社会 のネ ッ トワーク支援のため」 であ

り,変 化が ない。

昨年 との比較 では,「 新 しい ビジネ スの チ ャ ン

ス」 「新 しいサー ビスの提供」 が減 少 して い るの

に対 し,「 業容拡大の手段 として」 「業務処 理の高

度 化」 が増加 してお り,ビ ジネスとして地道に取

り組みを始 めてい こうとい う意識が感 じられ る。
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5.ネ ッ トワーク形態

一ホス ト中心 は変わ らず 一

ホス トを中心 とした ものが,85.3%と 大 半を 占

め全体の傾 向に変化 は見 られ ない。

ネ ットワークの形 態は,設 備更新の タイ ミング

で しか変化 しないため,4～5年 の レンジでは大

きな変化は しない と考え られ る。

(%)

6.ホ ス トコンピュータ

ー汎用機 は前年 同様8割
,台 数は微増一

汎用機(同 一 のアーキテクチ ャに基づ き 「フ ァ

ミリー」 あ るいは 「シ リーズ」を形成 し,ソ フ ト

ウェアの上位 互換性 があるもの)の 割合が8割,

ホス トコンピュー タな しの事業者が無い ことは こ

こ3年 とも変わ らない傾 向である。

ただ し,汎 用機 の台数 内訳か らは,大 型汎用機

では前年 と比 較 し1,2台 の 会社 が 減少 し,3

台～5台 の会社への移行 と,中 型汎用機の5台 以

上 の会社が減少 し,大 型機へ の移行が窺え る。 こ

れ らは,汎 用 ホス トを利用 した ホス ト型サ ービス

が進展 してい ることを示 している。

また,こ こ3年 間のパ ソコンホス トの増加傾向

に歯止め がかか ると同時にオフ ィス コン ピュータ

の3年 間 の減少傾 向に も歯 止めがかか った。

瞳
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7.サ ポ ー トプ ロ トコル

ー大 きな変化 はないが ,

HDLC手 順 の増加が 目立つ 一

事業者がサ ポー トしている プロ トコルに関 して

は,昨 年 と比べ て も大 きな変化 はない。HDLC

手 順,J手 順,全 銀手順 が上位 に ランキングされ

る他,ベ ーシ ック手順,無 手順,TTY手 順 も依

然 と して多 い。 また,パ ケ ット通信 手順 のX.25

の サ ポー トも目立つ。

なお,こ こ3年 の変化 で見た時,HDLC手 順

の増加が 目立つ。 ベー シック手順のサ ポー トと併

せ,HDLCな どハイ レベル手順をサ ポー トす る

事業者が増 えている といえ る。

8.サ ー ビス地域

一大規模業者 による

「全 国 ・国際」サー ビス増加 一

今回 より,新 規参 入業者の減少 をふ まえて,新

規 ・既 存 の業 者 区分 で の集 計 を止 め た。 また,

「全国 ・国際」 の区分を設けた。

昨年 の全体合 計 との比較では,ど のサー ビス内

容 において も純 「国際」が減少 し,そ の分 が 「全

国 ・国際」 に振 り替 わ り,か つ増加 した との印象

を もつ、

また,基 本通 信サ ービスで全国 をカバーす る も

のが昨年 よ り増 加 してお り,大 型事業者 の着実 な

成長が うか がえ る。

9.サ ービスの利用者

一基本通信はグループ内中心 ,

高度通信は一般家庭 ・個人利用も増える一

利用者の分け方を従来と大幅に変えたため,分

布 も単純な経年比較は難しい。

これをサービス別にみるとかな りはっきりとし

た傾向がみられる。即 ち,基 本通信サ ービスで

は,通 信 費の削減 を狙い と した回線 リセール ・大

束 回線 の利用 な どが主で あ り,企 業 グループ内 ・

一般 企業 での使用が85%を 占め る
。

一 方
,高 度 通信 サ ー ビスで は,一 般 企業 の 他

に,一 般 家庭 ・個 人の利用 の多 いのが特徴 であ る

が,こ れはパ ソコン通信 の普及に よる ものが大 き

い と予想 され る。

また,情 報処理サ ー ビスでは,一 般企業 ・特定

業 界で3/4を 占 め,一 般 家庭 ・個 人 の利 用 は まだ

少数 であ る。

10.対 象 業務別 の情 報処理サー ビス

ー受発注処理に集中 一

昨年 と変化がな いが,受 発注処理 への集中度合

い が強 まって い る。(会 社 数:107%→115%,

サ ー ビス数:41%→52.5%)。 他 のサ ー ビス につ

いては,こ の3年 大 きな変化 はない。

1社 当た りのサ ー ビス数 が ここ3年,2.3→2.3

→2 .0と 減 少傾 向にあ ることか ら,受 発 注 処理 の

範囲が広 くな り,他 の処理 との区分けがつ きに く

くな ってい るこ とも想定 され る。

11.契 約 形態

一情報処理サー ビスの契約形態 に変化一

情報処理サ ー ビスの契 約約款 に よるサ ービス提

供の割合が21.2%(元 年 度),22.7%(2年 度),

31.2%(3年 度)と 増加 している。 これは,情 報

ネ ッ トワークサ ー ビス事 業の契約 形態は各社間 で

差があ るものの,契 約 の フォーマ ッ トは約款 とす

るケースが増 えてい ることを うかがわせ る。

12.事 業 の採 算性

一4社 に1社 は採算 とれている 一

昨年 に引 き続 き,採 算 が とれてい ると した もの

が23.8%と な り,調 査 開始以来の最高を記録 した。

ノ　 一 一 　 一 一 一 一 　 一 　一 一 一 一 ー ー 一 ㎜ 一 一国



ただ し,「 採算が とれている もの」と 「とれそ うな

ものjと の合計 は,36.8%→41.1%→41.4%と

微増 である。逆 に採 算 は度外 視 して い る ものが

15.7%と 急 増 してお り,将 来 とも採算が とれそ う

もない とす る ものとの合計は,12.0%→12、1%→

21%と い う推移 を示 して いる。約40%は 事 業 とし

て成 立 しそ うであ り,約40%は 関 連事業 としての

採算性を考え,約20%は 採算性をあきらめた,と

いう構図になっている。

昭和59年 ～61年 頃の業者の大量登録 ・届出時代

からすると,本 年～来年にかけてが設備の償却年

限(6年)と なることを考えると単年度では,初

期投資償却負担が外れて黒字化してくる企業が増

えることが想定されよう。

事 業 の 採 算 性

採算年度(採 算がとれている場合)→87年 以前(15),88年(3),89年(6),90年(8),91年(4)
(回答36社)

採算が
とれている

1将来は採算間 違事業とし

がとれそうiて採算性を考
えている

採算性は度
外視してい
る

将来とも採
算がとれそ
うもない

その他

冠 22 39 81 10 10 4

2年 38 54 99 13 14 6

3年 50 37 76 33 11 3

元年% 13.3 23.5 48.8 6.0 6.0 2.4

2年% 17.0 24.1 44.2 5.8 6.3 2.6

3年% 23.8 17.6 36.2 15.7 5.3 1.4

(回答166社)

(回答224社)

(回答210社)

13.事 業に係わる費用

一費用増大 ・上方移行傾向が続 く一

事業に係わる費用について,回 答のあった132

社分を単純に平均す ると約24億 円になっている。

この平均値以上と答えた大規模事業者は全体の約

1割 であり,特 に,全 体の7割 は5億 円未満の中

小企業で占められている。

昨年に比べて,回 答数がかな り減っているた

め,一 概には言えないが,1千 万円未満とする事

業者が減 り,1～5億 円とする事業者が増加して

いる。全体として費用の増大,上 方移行の傾向は

続いている。

14.事 業の売上高

一売上高の伸び率は,鈍 化一

売上高は着実に伸びてお り,5千 万円未満の売

上高の会社の割合が減 り(49%→35%),1億 円

以上の会社の割合が増えている。なお,回 答の

あった155社 の1社 あた りの平均売上高は,約40

億円となっている。

伸び率は,10%未 満の会社の占める割合が増え

てお り(45%→61%),事 業としてより一層安定

成長期に入ってきたといえる。

一
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15.事 業に携わる従業員数

一事業規模の拡大一

従業員数20人 未満の事業者の割合が62%か ら

58%と 減少し,100人 以上の事業者 の割合が13%

から18%と 増加し,事 業規模が大きくなっている。

売上高との相関では,20人 未満の従業員で5億

円以上の売上高の事業者が4社 ある。これは,親

会社の情報ネ ッ トワークサービスを分社化 した

ケースと考えられる。50人 以上で5千 万円未満が

3社 あるが,情 報ネットワークサービス事業に携

わる従業員ではなく全社の従業員を記入 したケー

スと考えられる。

16.事 業に携わる技術者数

一情報処理技術者数は微増 ,

電気通信主任技術者数は横ばい一

情報処理技術者の1社 平均数は,前 年比数名の

増加があ り,一 方,電 気通信主任技術者は,ほ ぼ

かわらず,同 数であった。

これは,電 気通信主任技術者は各VAN会 社で

必要数をほぼ確保 し,積 極的には主任技術者の増

員をはかる必要がなく,情 報処理技術者は ソフ ト

開発,シ ステムイ ンテグレーシ ョンの必要性か

ら,増 員をはかっていることを窺わせる。

71,788233,7773,392,067単 位:万 円

情 報 処 理 技 術 者 保 有 会 社 数(平 成3年 度)
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17.運 用体制

一運用体制の整備は ,今 後とも課題一

運用体制の整備状況については,

変化はなく,

2

種

ここ数年殆 ど

今 回の調査 で も同様 であった。 そ し

て,そ の数値 は決 して満足で きるものではない。

例 えば,「 テ ス ト用 のネ ヅ トワー ク設 備」や 「情 報

処理技術者 の確 保」な ど,運 用体制 の整備 には,

投 資や 人材 面の問題が伴 うが,情 報 ネ ヅ トワーク

が社会 のイ ンフラとな っている現在,そ の整備は

今後 とも課題 といえ る。

18.運 用 時 間

一将来は休 日な し24時 間運 用に一

「休 日な し」 が着実 に増 加傾向にあ り,75.5%

に達 した。昨年増加 した 「その他 の曜 日」の比率

はその ま まで あ り,「 日.1「 目視 」の 休み は減 少

一



し,「 土,日,祝 」が増加 してい るのは週休2日 の

浸透 に よる もの と考 えられ る。 運用時間につい

て も,24時 間 が若干増加 して いる。

将来的には,特 定 ユーザ ーのニーズに応 じた休

日や運用時間を提供 ・特定す るもの以外は,休 日

な し24時 間運用が大半を占める もの と思われ る。

19.セ キ ュリテ ィ ・障害対策

一採算性の向上 とセキ ュ リテ ィ対策 は

リンクせず一

不正ア クセス防止策は,殆 ど全ての事業者が何

らかの形で実施 している。

また,暗 号 化 ・閉域 接続 な どに よるセ キ ュ リ

ティ対策が若干増えているが,事 業 の採算性が 良

くな ってい るとの回答に比べる と未だ小数 であ り

改 善 が望 まれ る。 た だ し,回 線 規 模 で平 均 値

(200回 線)以 上の事業 者についてみる と,暗 号化

は18.7%,閉 域 接続は49.3%の 事 業者で対策済み

としてい る。

障害対策について も同様に200回 線 以上 でみ る

と,65～50%の 事 業者が何 らかの対策 を講 じてい

る(二 重化切分回復65%,迂 回 路50%)が,一 層

の対策 が必要 であろ う。

20.事 業 の展開 と採算性

一ネ ッ トワーク運用 ・管理サ ービスに対す る

採算性 の期待は高い 一

「企業間情報サ ービス」,「情報提供 サー ビス」

に力 を入れ る事 業者 が多 い が,昨 年 との比 較 で

は,こ の2つ のサ ー ビスの採算性に若干 のかげ り

が見える。 今年 か らメニ ューに追 加 したrRC

S」,「 ネ ッ トワー ク運用 ・管理」の採算性に対す

る期待度は高い。

また,本 年 度は 「パ ソコン通信」が第3位 に ラ

ンクされて い るが,こ れ は,昨 年度 まであ った

「電子掲示板」 「電子会議」 「電 子 メール」 を,本

年度 には廃止 した影響 もあ ると思われる。

事業の展開と採算性
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21.国 際VANサ ー ビスの状 況

① 国際VANサ ービスの提供

一提供事業者は頭打ち一

国際VANサ ービスを提供する事業者数は2

社増に留まり,提 供予定及び時期未定の事業社

国際VANを 提供する事業者数

二 丁藩中
2年,29

1霊1・浩 ・

|提供予定　　 　　 　

9

0

数は19社 か ら10社 に減 少 した。国際VANサ ー

ビスの新規参 入は一巡 した と考 えられ る。

国際VANサ ー ビスの実施相手国 は,米 国 ・

カナ ダと欧 州 に次 い で ア ジ ア ・NIESが

54.8%で 昨年 に比 して増加 が著 しい。

2年%13.6

・3年Xll6Jsニ ー

② 国際VANサ ービスの提供形態

T

時期 末定.下 予定な し ・

14一 レー1-2・6'-1

191165

2"・ ・一.8+143-

5.72.579.8

0・0 .,8・91・ 一丁ユ5.ttt「

1.14.377.8.

一直接接続 とゲー トウ ェイ経 由が更に増加 一

直接接続 とゲー トウェイ経 由の形態が,昨 年

に比べ更 に増加 した。 これは,サ ービス規模 の

拡大に よる専用線化 に よる直接接続 とアジア ・

NIES向 け のゲ ー トウ ェイ経 由と考 え られ る。

国際VANサ ービスの提供形態
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③ 国際VANサ ー ビスの内容

一サー ビス内容が明確 になる一

昨年 ま での選 択 項 目 〔デ ー タ伝送 〕 を廃 止

し,〔 フ ァイル中継〕 ・〔リアル中継〕 ・ 〔情報提

供 〕 ・ 〔企業間情報処理 〕の4項 目を新設 した結

果,サ ー ビス内容が よ り明確 化 された。即 ち,情

報提供 とフ ァイル中継 が多 く,フ ァクシ ミリメー

ルが増加,そ の他 サー ビスの回答が ゼ ロとな った。

④ 国際VANサ ー ビス提供 を実施 した い国

一アジア地域 の重要性 さらに増す 一

昨年度 の調 査では アジア地域,特 にNIES

地 域 の重要 性が増す結果 であ ったが,今 年 度はN

IES地 域 以外のその他 アジアの地域 サ ービス提

供 希望会社数が2/40社(昨 年)か ら12/28社 と急

増 した。 これは,最 近 の生産拠 点の シフ ト,シ ン

ガポ ールか らタイ,マ レーシ ア,イ ン ドネ シア

へ ,ホ ン コンか ら中国本土等への影響に よりNI

ES地 域 以外 のア ジア諸国 との通信 ニーズ増 大が

反映 している もの と思われ る。

また,今 年度 の集計か ら,英 国を欧州 に含 めて

調査 を行 ってい る。ヘー
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22.事 業 におけるネ ッ トワークの相互接続

一大手企業は ,X.75が 主 流に一

ネ ヅ トワー ク同士 の相互接続は,相 互接続を し

てい る事業 者が全体 の約4割(39.6%)で,昨 年

と殆 ど変化はな く,相 互接続 を必要 と して いる事

業者は,接 続 を し終 えていると考 えられ る。相互

接続に使用 されているプ ロ トコル は,特 別二種 で

はX.75が 圧 倒的に多 く,一 般 二種 ではX.25と そ の

他(J手 順,全 銀手順な ど)に 二分 され,違 いを

示 している。

傾 向を示 している。昨年 と比べ ると 「ネ ヅ トワー

ク技術 者の人材 育成支援」(44.2%→34.3%)が

減 少 し,「 各種 ガイ ドラインの作成」(19.4%→2

3.0%)が 若干増加 しているこ とが特 徴 と して あ

げ られ る。 この ことは,情 報ネ ットワー クサー ビ

ス事業者 の多 くが先ず設備投資に対す る補助,減

税 とい う直 接 的な効 果 の支 援に対 す る期待 が 高

く,さ らに ビジネスプ ロ トコルの標準化,各 種 ガ

イ ドラインの作成 とい った政策支援 を期待 し,望

んでいることが分か る。

24.OSlへ の 取組

一〇S1は 確 実に進展 一

〇SIへ の取組 状況は,「 既 に採用 」,「す ぐに

で も採用」を合わせて も約10%程 度 であ り全体 と

して の比率は小 さいが,確 実に進展(3.2%→7.

2%→9.9%)し て いることが うかがわれ る。

「様子 を見 て決 める」,「分か らない」 とい った

不明確 な回答 は,81.2%と 相 変わ らず高い数値 を

示 してお り,こ れはネ ッ トワークサ ービス事業者

と して もOSIサ ポ ー トの判断がつ きかねてい る

ことと,ま だ具体的製品,事 例 が少 ないことが推

定 され る。

OSIの 主 な提供 メニ=一 としては,MOTI

S/MHS,FTAMな どがあげ られる。

23.事 業を進めて行 く上での政策的支援

一各種ガイ ドライン作成への期待が高まる一

回答事業者204社 の うち,情 報ネ ットワーク

サービス事業を進めていく上での政策的支援とし

て挙げている上位3つ は,「設備投資 に対す る補

助,減 税」128社,「 ビジネスプロトコル標準化の

推進」110社,「 ネ ットワーク技術者の人材育成支

援」 と 「地域情報化促進の支援」がそれぞれ70社

となっている。これらの順位はほぼ昨年と同様の

25.EDIサ ー ビスの実施状況

－EDIに 対 す る認識 とその普及が着実に進展一

①EDIサ ー ビスの実施状況

EDIサ ー ビスの実施状況 は,「 実 施 中」が

19.8%,「 実 施予 定」 が8.4%と な って お り,

ネ ッ トワークサー ビス事業者 のEDIサ ー ビス

が着実 に進 展 してい るこ とが窺 え る。 また,

「分か らな い」 と回答 した事 業者 が 毎年減 少一
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(44.9%→36.9%→27.9%)し て お り,徐 々に

EDIの 普 及 ・啓蒙が進 んでいる ことが推定で

きる。

一方
,EDIサ ー ビスの 内容 は,「 国 内 の 同

一 業界 内」が54 .8%,「 国 内の複 数業 界 間」 が

46.8%,「 国 内及び国際間」が19.4%と 全 体 的

に回答老数 も比率等 も増 加 してい る。

また,EDIフ ォ ーマ ッ トの規格 に関 して

は,JCA標 準,全 銀 協の標 準が主流 となって

い るが,電 子機器製 造業のEIAJ標 準,ED

IFACTが 微 増 して い る他,今 回 の調 査 で

は,CII標 準 について も3社 が採用 を予定 し

て いる。

ED|サ ービスの実施状況

(3年度)
実施中(%)

・＼ ＼

・・ミ 、
、 、

"魚 からなづ

ミ ＼

'ミ1乳8

ぶ&4

予定なし
41.9

実施予定(時 期未定)

実施予定(時 期決定)2.1

② ビジネスプロ トコルの標準化

についての意見 ・要望

ビジネスプロトコルの標準化は,基 本的に重

要であり,で きるだけ早い実施を期待する旨の

賛成意見が多い。一方,条 件付での賛成者 も多

数見られる。

具体的には,① 世界の標準化動 向を考慮せ

よ,② 電子取引を巡 る関係法規の整備及び標準

化の推進を官主導で行え,③ 標準化に早く対応

せ よ,④ 業界別に統一せよ,⑤ 業界を越えて統

一せ よ,⑥ 技術動向,従 来の規格,標 準化の レ

該 一,.、.嚢 ・ ン

ベルな どと新標準との整合を考慮せ よ,な どで

ある。

さらに,各 企業,団 体での具体的な標準化推

進についての意見も散見される。 ビジネスプロ

トコル標準化が総論としての議論か ら個別的,

具体的な動 きなっていることを窺わせる。

261SDNサ ー ビスの影響 ・利用

一事業 展開に積極的利用
,

lSDNサ ー ビスが本格化 一

①lSDNサ ー ビスの利 用状 況

INSネ ッ ト64の サ ー ビスの利 用状況をみ る

と,「 既 に利 用」が45.4%で 昨 年 の28.3%か ら

着実に増加 してお り,そ の利 用の用途 も基幹回

線(28.0%),足 回 り回線(57.0%)と しての利

用が増 え,ISDNサ ー ビスが本格的 に動 き始

めた こ とが うか がわれ る。

一方
,INSネ ッ ト1500の サ ー ビス利用状況

をみ る と,回 線 交換9社,パ ケ ッ ト交換2社 の

企業 が利用 を始 めて お り,[予 定 がな い」 が 昨

年 の135社 か ら87社 へ と減 って きて い る。 そ の

利用 の用途 について もバ ックア ップ としての利

用(41.0%→50.0%)が 増 えつつ ある。

一 方
,事 業に与え る影響 については,事 業展

開に好 影響(54.1%),悪 影 響(5.6%)と もに

若 干減 って いる程度 で,全 体 的な傾 向は昨年 と

あ ま り変わ らな い。

②ISDNに ついて,今 後の利用用途とその影

響

(1)ISDNに 関する期待 と不安

全体としての評価は,当 然のこととして好感

・期待するといったものが大部分であり,内 容

的には,① 高速 ②大容量 ③高品質 ④サー

ビスの多様性 ⑤経済性などが期待されている。

一



一方 ,不 安 とする意見では,① 端末機器,特

にTA(タ ーミナル ・アダプタ)が 高価 ②提

供地域が全国に展開されていない ③投資が既

存のシステムに対して二重となる ④個人 ・家

庭用としては回線使用料が高価などを指摘 して

いる。

上記のような理由から,ISDNの 普及は比

較的ゆっくり進む,と 予想する意見が多い一方

で,景 気の回復次第では92～93年 にかけて一気

に普及するだろうとの見方もある。

(2)利 用用途 と利用形態

利用用途は,当 面データ伝送が殆 どである

が,音 声 ・画像 ・テレビ会議などのニーズもあ

る。

また,利 用形態としては,足 まわ り・アクセス

回線 として使用 したいとい うものが多いが,基

幹回線 ・バックアヅプ回線としてという回答 も

既に使用 しているケースでは,か な りみられる。

(3)そ の他

その他の意見としては,障 害時の影響の広範

囲化とその対応,VAN事 業者 との公正競争の

確保,国 際ISDN構 築のための諸外国の情報

の提供などを希望するものがある。

27わ が国の情報ネットワークサービス事業に

関する今後の市場展望

(1)今 後の市場展望

市場の伸びについては,「伸びる」 とい う意

見が圧倒的に多い。伸びる理由としては,

・通信 ,金 融の自由化による通信市場の増大

・個人ユーザーと移動体通信の進展が事業拡大

に寄与

・音声 ,デ ータ,画 像を含めた国際VAN市 場

が,供 給対地国拡大とあいまって進展する

・企業間のネットワークサービス利用が益々増

加する

などが挙げ られる。反面,少 数意見ではある

が,業 界環境や経済環境の悪化に伴 いVAN

サービス市場は鈍化するという意見もあった。

一方 ,競 合については,「市場は伸びるが,競

合 も激化する」とい う見方が多い。また,あ ま

りにも事業者が多すぎかつサービス価格が安い

為,事 業になっていない,需 要はあるが事業採

算性が悪く,い ずれ事業廃止 ・統合の動きが出

ると予想されるという厳 しい意見もあった。

(2)新 しい通信媒体の利用,個 人 ・家庭への拡大

新 しい通信媒体の利用としては,移 動体通信

に期待する意見が多かった。移動体通信利用に

よるデータ伝送や個人 ・家庭への情報サービス

の提供などである。また,衛 星通信を含めた情

報ネ ットワークのニーズが出てくるとの意見も

幾つかあり,新 しい通信メディアに対する事業

者の期待は少な くない。

個人 ・家庭へのネットワークサービスの拡大

については,い ずれは有望市場であるものの,

ハー ドと通信 コス トが当面 の課題 とする意見

や,採 算性は不透明,ま だまだ普及に時間がか

かるという意見が多かった。

(3)ダ ウンサウジングの進展によるインパク ト

ダウンサウジングに関した意見は大変多い。

最近の トレンドでもあり,関 心の高さを示 して

いる。ダウンサウジングで,コ ス トパフォーマ

ンスが向上し,市 場が拡大するとの見方が多い

が,中 には必ずしも情報ネヅトワークサービス

とは関係がないものもあ り,新 しいものなら何

でも関連づけて取 り込もうとういう事業者の側

面も見える。

(4)そ の他

その外,今 後の事業の方向性や事業者として

の課題,要 望等多 くの意見が寄せられている。一
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28情 報ネ ットワークサービス事業を

進めていく上での問題点 ・要望

(1)ビ ジネス展開に関するもの

ここでは人,物,金 の3要 素にわたって問題

点,要 望があげられている。 もちろん業者,地

域によってかな り異なる意見 もあるが,人 材不

足,資 金不足,そ して低価格化 してきたとはい

え,ま だまだ設備的に金がかか り充分な投資が

できないことがあげられている。また,通 信料

金の値下げ,遠 近隔差の解消を望む声 も大きい。

ユーザーへの意識改革を望む声 もあげられてい

る。

(2)標 準化の推進に関するもの

かつては標準がないことか らくる接続性の悪

さを カバ ーす るのが事業者 にとってのニ ッチで

ある,と 考 え られ た こともある。 しか し,最 近

では提供 サ ー ビスの レベ ルが 単 に 「つ な ぐこ

と」か らアプ リケ ーシ ョン も含 めて特 に企業間

のサ ー ビスを提供 す る ようにな った こ とか ら,

「っ な ぐこと」 に関 しては,標 準の設定 が強 く

望 まれ ている。

(3)政 策 面 への要望

(1)の資 金不足な どと結び付 いた話 として,政

府 に対 して投 資保 証制度づ く りや,と くに地域

ネ ッ トワー ク関連 業者 か らは,業 者 だ け でな

く,地 方 ・地 域の ユーザ ー(中 小企業や個人)

へ の助成 についての要望が あげ られた。

産業界におけるEDl利 用の実態について
一平成3年 度ED1利 用実態調査結果 よ り一

1.は じめに

わ が国の情 報化は,近 年,急 速 に進展 し,生 活

・家庭 分野 まで広範囲に及 んで きてい る。特に,

産 業 界の情 報化の進展には極め て著 しい ものがあ

り,ネ ッ トワーク化の進展 はこれ まで各企業 レベ

ルにおけ る企 業 内 オ ン ライ ンか ら企業 間 ネ ッ ト

ワー クへ と拡 大 し,広 域的 な広 が りを示 して いる。

この よ うな中で,企 業間 ネ ッ トワークを構築 し

オ ンライ ンデ ータ交換を行 う企業 が急速 に増加 し

てお り,業 務 処理 等 の効 率 化や 円滑化 を 図 る上

で,EDI(ElectronicDataInterchange:電 子

デー タ交 換)は,重 要な役割 を果 たす もの と して

期待 され てい る。

それだけに,企 業に とってEDIを 効 率的に活

用す ることは,企 業の経営戦略 上におけ る差別化

の有効な手段でもあり,企 業活動のより一層の合

理化 ・高度化に大きく貢献するものとして期待さ

れている。

このような状況から,産 業界におけるEDI化

を促進する上で,あ るいは,ユ ーザ ーのEDI利

用の積極的な展開を図る上でもEDIの 十分な実

態把握が必要となっている。そのため,当 協会産

業情報化推進センター(CII)で は,EDIの 利用

状況等を中心にその実態を調査 してお り,平 成3

年度の調査結果について以下にご紹介する。

2.回 答 企業の概要

今回の調査では,各 業界 の先進 的 コンピュータ

利 用 ユ ーザ ーを 選別 し,1,200社 を 対 象 に ア ン

ケー トを行い,263社 か ら有効回答(回 収率22%)一



を得た。回収 した263社 の業種別 内訳 は,図1に

示す とお りである。

業種 区分 では,「 製造 業」が102社(38.8%),「 情

報処理 サー ビス業」が59社(22.4%),「 流通 業(卸

売業,代 理 商,仲 立業,小 売業)」 が34社(12.

9%)等 となってい る。なお,旅 行業 と娯楽 ・そ の

他 サービス業は,「 サ ービス業」として分類 し,農

林 ・水産業 と鉱業 と不動産業及 びそ の他業 種 は,

「その他業種」 と して分類 した。

回答企業 の特 徴 を資本 金 区分別,売 上 高区 分

別,従 業員数 区分別 にみ ると次 のとお りで ある。

業種番号

資本金が 「1億 円以上10億 円未満」 の企業が64

社(25.3%),「200億 門 以上」が82社(32.4%),「1

億 円未満」が34社(13.4%)等 とな って いる。

売 上高が 「200億円 以上1000億 円 未満 」 の企業

が53社(22.2%),「1000億 円 以 上 」 が106社

(44.3%)「10億 円 未満」が12社(5.0%)等 とな っ

てい る。

従業員数が 「1000人 以 上3000人 未 満」 の企業が

47社(18.4%),「3000人 以 上」 が90社(35.4%),

「100人未 満」が26社(10.2%)等 とな っている。

〔有効回答数:263(100.O%)〕

回答項 目

Ol.農 林 ・水産 業

02.鉱 業

03.建 設 業

04.食 品工業

05.繊 維工業

06.紙 ・パルプ加工業

07.木 材 ・木製品製造業

08.印 刷 ・出版業

09.イ ヒ学コ二業

10.石 油 ・石炭製品業

1】.ゴ ム製品製造業

12.ガ ラス ・窯業

13.鉄 鋼 業

14.非 鉄 金口 ・金属加工業

15.電 気 機器製造業

16.輸 送用機器製造業

1了、一磯 城器具製造業

18.精 密機械器具製造業

19.そ の他製造業

20、 卸売業

21.代 理商 ・仲 立業

22.'」、売業

23.金 融業

24.証 券 ・商品取引業

25.保 険業

26.不 動産業

27.運 輸業

28.倉 庫業

29.電 力 ・ガス

30.新 聞 ・放送 ・広告 ・通信 業

31.情 報処理 サー ビス ・情報 提供 業

32、 旅行業

33.娯 楽 ・その他 サー ビス業

34.そ の他

数件答回
0

0

8

4

3

1

0

1

6

1

0

1
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0

1
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0
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図1回 答企業の業種別内訳
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3.EDlの 利 用状況

EDIの 利 用状況(図2)は,「 現在利用1「 今後

利 用予定」を含めて197社(75.2%)で,「 今後 も利

用の予定がない」は65社(24.8%)で あ った。

/璽 予≡ ＼＼、
,t/24.8/＼ 現 在

ltiEDI～ 利 用

llmm・ 「1「耐 利 用 状 況1

聯トジ ∵
＼ 、/

＼ 一'プ

図2EDl利 用状況

(%)

産 業 界全体 のEDIの 利 用状 況(図3)は,利

用 してい る(61.5%),利 用 予定(13.7%)と な っ

ている。 業種 別にみ ると次 図の とお り,流 通業,

製 造業,電 力 ・ガス,金 融業 の順 で利 用が高い。

灘

繊

灘

金融業

運輸・倉庫

電力・ガス

通信業

一

サービス業

その他業種

。 、。 、。 、。 、。r,。,C7。8。9。 、ぽ

図3産 業別EDl利 用状況

4.EDl利 用 の メ リッ ト

EDIを 利 用 す る メ リッ ト(図4)と して は,

「事務処理 の効率化 ・省力化 」が100社(回 答企業

の61.0%),「 情 報 の迅速化 と正確性の 向上」 が86

社(同52.4%)と 回 答企業 の半 数 以上 を 占 め,次

いで 「取引先か らの要 請」が65社(同39.6%)な ど

とな っている。今後,企 業間や業界間 の壁 を越 え

ることによ り,産 業 界全体に対 して事務処理 の効

率化や リー ドタイムの短縮 とい った効果が もた ら

回答項 目

01情 報獲得が容易

02応 答及び情報へのアクセスの迅速化

03事 務コス トの削減

04取 引先からの要請

05取 引先へのサービスの向上

06事 務処理の効率化 ・省力化

07物 流業務の改善

08商 品在庫の削減

09競 争企業との差別化

10国 際EDIへ の対応

11・情報の迅速化と正確性の向上

12製 造コストの節減(生 産性の向上)

13納 入の短縮化と利便性の向上

14ネ ットワーク系列化の強化

15オ ーダーエントリーの省力化

16そ の他

回 答 件 数

11

31

33

65

38

100

18

8

19

8

86

3

18

5

29

3

■一

され そ うであ る。

また,オ ンライ ン業務処理 開始年 の 「1984年 以

前」 の合 計が133社(77.8%)に 対 して,EDI利

用 開始年 は 「1985年 以 降、の合計が130社(77.8%)

とな ってお り,昭 和60年 の通信 回線 の 自由化以降

これ までの 自社 内の オ ンライ ンが 別 の役 割 を担

い,企 業活動 のイ ンフラと して変 革 しは じめて い

ることが うか がわれ る。

〔有効回答数=164(83.2%)〕

袈一一.IQe...回答率(驚)

≡
に

■

一
団

図4EDIを 利 用 す る メ リ ッ ト

7

9

1

6

2

0

0

9

6

9

4

8

0

0

0

8

&

&

α

9

&

L

L

4

L

4

Z

L

L

3

7

L

1

2

3

2

6

1

1

5

1

1一



5.EDlの 利 用規模

EDIの 利 用状況を売 上高規模,従 業員数規模

でみ ると,売 と高が50億 円未満,従 業員数が100

人 未 満 まではEDIを 利 用 していない企業 が多 く

な っている。 この よ うな ことか ら,産 業界全 体の

EDIの 利 用規模 は,大 手企業 を中心に積極的に

導入 されているのに対 して,シ ステムカや資金力

に乏 しい中小企業ではEDIの 導 入が遅れている

状 況である。そ の理 由と して考 えられ るのは,大

手企業では,社 内システ ムがある程度整備 された

段階でEDIを 導 入 してい るが,中 小企業 の場合

は,社 内システムの整備が遅れてい るため,ED

Iの 導 入 メ リッ トを享受す るまでに至 って いな い

もの と思われ る。

EDI利 用 の ネ ッ トワーク形態(図5)は,「 ホ

ス ト集 中型」 が71社(40.1%),「 ホ ス ト中 心 ネ ッ

トワーク型」が68社(38.4%)で 約8割 を 占めて

お り,ネ ッ トワー クの相手 先(図6)と して は,

「販 売先 」 が80社(46.2%),「 仕 入先 」が69社

(39.9%),「 系 列会社/関 連会社」 が56社(32.4%)

とな っている。

その他

3.4

＼吋耕

　

き

ユ

ス

中

α

ホ

集

ー

ぽ

ご

ノ

ク

確

5巳け伽ト

パ
形
ネー

鰐
叔
分

図5ネ ッ トワー ク形 態

(%)

〔有効回答数:173(87.8X)〕

02.仕 入先

03.系 列会社/関 連 会社

04.海 外現地 法人

05.最 終需要家(顧 客)

06.銀 行

07.倉 庫 ・運送会社

08.商 社(代 理店)

09.保 険

10、 クレジッ ト会社

11.情 報セ ンター

12.そ の他
邑
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図6ネ ットワークの相手先

6.EDI利 用 の主要業務

① 主要業務

EDIを 利 用 している主要業務(図7)は,「 受

発注処理」が130社(回 答企業の77.8%)と 回答 企

業の8割 近 くを占め,次 いで 「請 求書処理」 が65

社(同38.9%),「 出荷業 務」 が51社(同30.5%),

「在 庫管理」が50社(同29.9%),「 納 品書処理」が

50社(同29.9%)等 とな ってい る。

一/
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〔有効回答数=167(84.8%)〕
.
回答項目 ・.一ーーーー－L－旦魎.L-一_
01.受 注発注処理

02.販 売管理

03.生 産管理

04.在 庫管理

05.倉 庫管理

06.輸 送管理

07.運 賃 計算

08.出 荷 業務

09.納 品 書処 理

10.請 求書 処理

11.資 金決済

12.与 信 管理

13.店 舗 管理

14.顧 客 管理

15.予 約 ・発券

16.そ の他
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図7EDlの 適用主要業務

② デー タ交換 の種 類

現在利用 してい るデ ータ交 換 の種類 は,「 注 文

書(発 注書)」 が100社(回 答企業 の66.7%),「 納 品

書」 が56社(同37.3%),「 出 荷指示書」が49社(同

32.7%),「 注 文変更書」 が48社(同32.0%)等 と

な ってい る。

これに対 して,今 後利用す る予定 のデ ータ交換

の種類は,「 注文書(発 注書)」 が20社(同33.9%),

「見 積書」 が17社(同28.8%),「 納 品書 」 が17社

(同28.8%)等 で,現 在利用 して い るデ ー タ交換

の種類 と比較 して 「見積書1の 割合が高 くな って

い るのが 目立つ 。

双方 を通 して,[ク レームーに利用,ま たは予定

している企 業は少ない。

〔有効 回答数:150(76,1%)〕

回答項目

Ol.仕 様 書/承 認図

02.見 積書

03.注 文書(発 注書)

04.注 文変更書

05,注 文請書

06.納 品書

07.出 荷指示書

08.検 収書

09.照 合確認書

10.代 金請求書

11.送 金通知書

12.振 込通知書

13.船 積書類

14.船 荷証券

15.ク レーム

16.そ の他

.、..L回答件数 ⊥ 一 件一辺.一一迎一
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図8 現在EDlで 利用 している

データ交換の種類一



〔有効回答数=59(29.9%)〕

.回答 項 目

..二 一0
1...・仕様書/承 認図

02.見 積書

03.注 文書(発 注 書)

04.注 文変 更書

05.注 文請 書

06.納 品書

07.出 荷 指示書

08.検 収書

09.照 合確認書1

10.代 金請求書

IL送 金通知書

12.振 込通知書

13.船 積書類

14,船 荷証券

15.ク レーム

16.そ の他

数

.

件

.7

7

0

5

1

7

9

4

4

5

7

8

2

0

0

9

.答

1

2

1

1

1

1

1

一回
]

w

1

⊥ ◆ 29-一_.一 二二二証'二 『、一.'1』一」Q.一_.全__」 止_⊥ 一旦 答率(%)

F
:

:一

11.9

28.8

33.9

25。4

18.6

28.8

15.3

23.7

6.8

f25.4

11.9

13、6

3.4

0.O

O.0

15.3

図9今 後予定としてEDlを 使用する個データ交換の種類

③ フ ォーマ ッ トの規格

EDIに 利 用 してい るフォーマ ッ トの規 格 は,

1プ ライベー ト標 準」 が86社(回 答企業 の57.0%)

と 回答企業 の半数以上を 占め,次 いで 「業界標準

(JCA)」 が49社(同32.5%),「 業 界標準(EI

AJ)」 が37社(同24.5%)等 とな っている。

〔有効回答数=151(76.6罵)〕

回 答項 目

e1.国 際標 準(EDIFACT)

02.米 国標準(ANSD

O3.業 界標準(EIAJ)

04.業 界標準(JCA)

05.そ の他業界標準(家 電 紙パ等)

06.プ ライベ ー ト標準

」」喧 件数 L■
`

1回答率(D

8

8

7

9

9

(0

3

4

2

8

5.3

5、3

24.5

325

19.2

57.0

図10ED1に 利 用 して い るフ ォー マ ッ トの規 格

④ 通信手順の規格

EDIに 利用 している通信手順の規格は,「 全

銀手順」117社(回 答企業の73.1%)と 回答企業の

7割 以 上 を 占あ,次 い でrJ手 順 」 が72社(同

45.0%),「 メ ーカー手順」が57社(同35.6%)等 と

な っている。

〔有 効回答数:160(81.籾 〕

回答項 目

Ol.全 銀 手順

02.J手 順

03.ク レジッ ト手順

04.業 界手順

05.メ ーカー手順

06.無 手順 ・TTY手 順

1回 答件数 ' ・回答率(船
一__

7

2

5

4

7

44

1

7

1

亡J

l 戸

731

45.0

31

&8

356

&8

図11EDlに 利用 している通信手順の規格一
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以上の ことか ら,EDIの 多 くは,大 手企業の

個別 の受発注 ネ ッ トワークを中心 に進展 し,さ ら

に他 業界な どの業際領域へ とEDIが 展 開 してい

くもの と思われ る。現状 のEDIは,業 界内を中

心 とした企業間で導入 され ているが,今 後EDI

の本 格 的普及を図 って い くためには,ビ ジネ スの

業際化,国 際化に対応 した標準化 の推進 が必要 と

思わ れる。

7.お わ りに

今 回の実態 調査を通 じて,今 後 のEDIの 方 向

につ いて指摘 したい。わが 国産業界 におけ るコン

ピュー タの活 用は,企 業の合理化,産 業構造 の高

度化 に不 可欠 な 手段 とな って い る。 特 にEDI

(電 子 デ ータ交換)は,産 業界に お け る情 報 シス

テムの効率 的 ・効 果的な利用を可能 とす る重 要な

イ ンフ ラス トラ クチ ャ と位置 づ け られ るまで に

なってきている。 しか しなが ら,産 業界 における

コン ピュータ ・ネ ットワークの活用 は,企 業 の経

営戦略上 における競 争優位の観点か らのみ展 開 し

てお り,極 めて閉鎖 的なネ ッ トワークとな ってい

るのが現状 である。

これか らの コンピュータネ ッ トワー クは,オ ー

プンな環境 の もとで発 展 してい くことが期待 され

てお り,EDIに つ いて もオ ープンな環境 での普

及,標 準化,国 際化 を図 ってい く必要が ある もの

と思われ る。今後 のEDIの 推 進普及活動に期待

した い。
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情報化社会とセキュリティ

(価値の変化に伴う犯罪の変化)

株式会社東京 クマヒラ

スペース ・ラボ

清水

まず最初に当社の紹介を した後,本 題に入らせ

て頂きたい。

クマヒラとい う会社は創業以来一世紀近 くに渡

り,金 融機関を初め官公庁,一 般法人向けに金

庫,金 庫扉,貸 金庫などを中心とした剛体セキュ

リティ機器を提供 している企業である。近年では

情報化社会の進展に伴 う 「価値」の変化に追従し

て,コ ンピュータシステムの 「安全を守る」とい

うより 「機能を保つ」ためのセキュリティを主体

としたシステムを提供している。磁気記録媒体を

安全に保管する耐火庫設備や通行者の入退室を制

御 ・管理するための非接触カー ドシステム,こ れ

に連動 して不正連行を防止する ドアシステム,さ

らにはカー トリヅジ式磁気テープの不正持ち出し

を検出する装置などである。私は研究部門に所属

してお り,研 究テーマは多種多様である。

たとえぽ,最 近のATMを 破壊する犯罪と対策

についていえぽ,日 本ではATM機 械自体の防犯

対策が不十分な場合が多く この 「現金の入った

機械」を対象に犯罪が起 きている。 しか し,私 が

入手するアメリカの犯罪情報にもとづき状況を分

析 したところ,日 本においてもrATM機 械自

体」を強力にガー ドした後の犯罪の傾向は,お そ

らく 「引き出す人」を対象に行われるであろうこ

とが予測できた。ニュー ヨーク市では 「人の安

全」を目的として,ま もなくATMに 関する設置

基準を法制化 しようとしている。「利用客の身の

安全を確保するための対策」などは私の研究課題

のひとつである。

さて,次 に 「価値の変化に伴 う犯罪の変化」 と

いう題材について述べたい。

平成4年 度の警察白書を読むと 「ボーダーレス

時代における犯罪の変容」がメインテーマとなっ

てお り,現 実に発生している犯罪統計の中から顕

著な変化を抽出している。この中に書かれている

長期的傾向として,

1.男 性と女性の間の区別の不分明化

2.年 齢層の区別の不分明化

3.「 生活のための犯罪」の減少

4.「 物」の価値の変化に伴 う犯罪の変容

5.「 犯人の心当た りのない犯罪」の増加

の5点 が挙げられてお り,ま さに 「社会環境と価

値観念の変化に伴 う犯罪形態の変化」が示されて

いて興味深い。

この中のr「物」の価値の変化に伴 う犯罪の変

容』 とい う一項 目について,今 後 さらに社会的問

題となるであろう 「情報セキュリティ」の観点か

ら考えてみたい。

今後の情報化社会における犯罪の脅威として,

外部からのコンピュータネヅトワークへの不正侵

入や,コ ンピュータウイルスの投入,内 部者によ

る犯罪の脅威,ひ いてはあまりにも小型にな り過

ぎたコンピュータ自体の盗難も心配 となっている

ことが挙げられる。技術の進歩 とともに 「価値」

の形態が変わってしまったのである。今や小さく

な りすぎた コンピュータは非常に大 きな容量の一 ノ



一
ハー ドディスクを持ち ,重 要な情報をぎっしり詰

め込んでいる。その財産的価値を評価すれぽ ,そ

れと同 じ重さの金塊 よりも,あ るいはダイヤモン

ドよりも価値の高いものであるかもしれない。し

かし,ほ とんどの人はその価値あるいは失ったと

きの損失に気付かずに利用 している。

わが国のコンピュータ犯罪は警察の発表による

と十数件とごくわずかな数であるが,本 当に危惧

すべき犯行は人に知られずに行われているのが現

実である。会社の資源であるコンピュータの不正

使用などは,社 員によって彼 らの娯楽や個人的 目

的のために悪意すらな く行われている。また,本

来頻繁に点検していなければならないシステムの

利用者権限の設定 も再点検することな く運用され

ている。運用管理者からよく聞かれる言葉である

が,希 望的意見 として 「当社では当社の社員を信

用 している」 とおっしゃる。実際にシステムを運

用 している社員は信用 して仕事を任せるしかない

(本当は違 う)と 諦めておられるようである。

アメリカのある信販会社の話であるが,情 報シ

ステムの運行を管理する部門の社員はかな りの権

限を任されていた。彼はどのような情報も引き出

すことができ,顧 客の暗証番号さえも知ることが

できた。となるとカードの偽造が簡単に行える現

在では,「犯罪が簡単に行えるような状況下」で

勤務することになってしまう。現実に彼はカード

を偽造 し,逮 捕 されたのである。

欧米では,会 社を首にされて退職する人々が多

く,こ れらの人が会社のコンピュータシステムに

ウイルスを投入 した り,情 報を破壊あるいは,漏

洩する危険があるため,最 近は首にしたと同時に

その人間は二度と席には戻 さず,特 にコンピュー

タには絶対に触 らせないようにす るのが常道と

なっている。

わが国ではこのような危機意識を持つ人は一部

であって,企 業内の管理者の立場でリスクを認識

している人はさらに少ない。

ここ10年で欧米での変化の1つ に,企 業内にセ

キュリティ担当役員を置 くのが常識となったこと

が挙げられる。 コンピェータを不正使用する疑わ

しき社員の存在を念頭 において監査が行われてい

る.ま たすべての意図的犯行 の発端は人間の行動

にあ ることか ら,セ キ ュ リテ ィ意識 向上のための

教育 プログラムや訓練 も取 り入れてい る。今,コ

ンピュー タの犯罪や災害,事 故が ク ローズア ップ

され るようにな り,本 当に大 きな損失を与え うる

「価値」 が変化 し,そ れに伴 って大 きな脅威 を及

ぼす 「犯罪」 の形態 も変化 している ことに気がつ

く。つ ま り,現 金 よ りも情 報の価値 が大 きな もの

になっている し,情 報が失われ た り漏洩 した り,

あ るいは システム機能 その ものが停止 して しま う

ことのほ うが受け る損 失額 もはるか に大 き くな っ

て きた とい うことである。

この よ うな環境下 で発生す る犯罪を防止す るに

は,論 理 的な アプ ローチが必要であ る。組 織 とし

ての取 り組 み姿勢 を明確に した上,リ ス ク分析 を

行 い,セ キ ュ リテ ィの仕組みを構築 してゆ くので

ある。 また,論 理的な セキ ュ リテ ィを計画す る以

前 に入退室制限な どの物理的セキ ュ リテ ィが必要

である。 内部 の社員にはセキ ュ リテ ィの取 り組み

方の徹底 と,教 育や トレーニ ングを行 う。その上

で さらに リス クを下げ るために論理的 なセキュ リ

ティを構築す るのである。極 めて危険 なのは,リ

ス クを明確 に認知 しないまま ,コ ン ピュータの シ

ス テ ムが 運用 され て ゆ くことで ある。 従 っ て ,

「健全 に運 行 され るべ き コン ピュー タシス テ ム

が,い か に危険 にさらされて いるか」 とい うこと

が十分 に認識 され る必要があ る。

世界中に ネ ッ トワークが結 ばれ る現在 では,法

制面お よび社会意識 として も日本 だけが セキュ リ

ティで取 り残 されて よい時代 ではな くな った。情

報セキ ュ リテ ィの ノウハ ウは公開 され多 くのユ ー

ザに共有 されるべ き ものであろ う。 この点で ,働

日本情報処理開発協会の諸活動は,日 本 の情報 セ

キ ュ リテ ィの進展の上で実に大 きな貢献 を してい

る と考 える。 コン ピュータが大衆化 され,企 業 は

猛烈 なス ピー ドで利便性 や効 率性 を追 い求 めるこ

とに努力 してい る。守 るべ き 「価値」 が変化 して

いることに気づ き,そ れを失 った ときの損失の大

きさを認識す ることが大切である。一



JIPDECだより一旬

センクー活動状況

嚇 麟 鍮 総 務 部 濠 欝 嚇

1.賛 助会員研究会の開催

当協会の各種の事業成果や情報処理分野のタイ

ムリーな話題を取 り上げ,協 会賛助会員を中心に

ご紹介する賛助会員研究会を今期 も引き続き次の

とお り開催 しています。

・第4回(9月16日)

テーマ コンピュータセキュリティとリスク分析

講 師

森宮 康(明 治大学商学部教授)

参加者36名

・第5回(10月14日)

テーマ システム監査企業の動向

講 師 榎本 陞(通 商産業省情報処理振興

課)

参加者48名

・第6回(11月30日)

テーマEDIに おける新 しい通信手順の動向

講 師 藤田 雅範(当 協会産業情報化推進セ

ンター ・ユーザ環境課長)

参加者105名

・第7回(12月10日)

テーマ 電子取引の法的問題点

講 師 高取敏夫(当 協会産業情報化推進セン

ターシステム調査 ・支援課長)

参加者138名

2.年 末 懇親会の開催

当協会 恒 例 の年 末懇 親 会 を,昨 年12月17日

(木)に 虎 ノ門パ ス トラル 「葵 の間」 において開

催 いた しま した。

この懇親会は,当 協会の事業に日頃ご指導,ご

支援,ご 協力を頂いている方々に感謝の意を表す

るため,毎 年開催させていただいてお りますが,

昨年は協会設立25周 年にあた りましたので,そ の

記念を兼ねて開催 したものです。

当日は,監 督官庁である通商産業省ならびに郵

政省をはじめ賛助会員,関 係団体,大 学,企 業等

から約350名 の方々にご出席をいただき,盛 会裡

に終了す ることができました。

開会のあいさつをする当協会会長影山衛司

論 三 隅

蜜 詠ξ露
ゼ

・・ ンニ 、二短 夜ぶ 磁 ・

ご ⑭ 』㌫ 講 義勲 三

3.協 会 設立25年 記 念誌 の発行

当協会 は,昨 年12月20日 を もって設立25周 年 を

迎え ま した。 このため,今 日までの協会 の歴史 を一



綴った25年 記念誌 『25年のあゆみ』を作成 し,上

記懇親会において,日 頃協会の事業実施にご協力

をいただいている参加者の方々にお配 りしました。

● ●● 開 発研 究 室 ● ●●

リアルタイムシステムの ソフ トウェアの安全性に

関す る調査

本 プロジェク トでは,安 全関連 ソフ トウェアの

開発 ガイ ドライ ンにつ い て調 査研 究 を行 って お

り,ソ フ トウェアの安全性(Safety)を 対 象 とす

る下記に示すISO規 格(案)が 発行 されたので,

主 としてその規程 内容 について ワーキ ンググルー

プで検 討 しています。

ISO/IECJTC1/SC7Ngl7:Softwarefor

ComputersintheApPlicationofIndustrial

Safety-RelatedSystems"(産 業 用安全関連 シス

テムの用途 で利 用 され る コン ピュー タ用 ソフ ト

ウェア)(1991年11月 発行)

本 規格案 は,元 々はIEC/SC65A/WG9で 作 成

され た規格 案 で,下 記 に示すIEC/SC65A/W-

G10で 検 討 ・作成 されてい るシステ ム全体 の安全

性 を対象 とす る規格 と一対で利用 され ることを想

定 し,産 業で の安全関連 アプ リケーシ ョンで利用

され る ソフ トウェアに関 して,設 計,開 発,構

築,そ して評価について扱 ってい ます。

IEC/SC65A/WG10規 格 案:Functional

SafetyofProgrammableElectronicSystems-

-GenericAspects"(プ ログラマ ブル電 子 シス テ

ムの機能別安全性:汎 用的な側面)(1989年9月 発

行)

第1章 か ら第8章 は,ソ フ トウェア安全性 イン

テグ リテ ィとソフ トウェア ライ フサイ クルに向け

られてい ます。第9章 か ら第17章 では,安 全関連

ソフ トウェアの設計お よび評価 の諸技法 ・手段を

規定 して います。最後 の第18章 では,本 規格 が特

定の産業を想定 しない汎用規格 であ るので,特 定

の産業に特化 した ソフ トウェア安全規格 を作成す

る際の手引 きを与えてい ます。 付録 では,各 ソフ

トウェア安全性 イ ンテ グ リテ ィ水準を達成す るの

に使用すべ き技法 お よび手段 を規定 し,各 技法を

解説 してい ます。

本規格案では,そ の安全性 が問題 となるアプ リ

ケーシ ョン分野での ソフ トウェアを対象 と してい

るので,実 現の高イ ンテグ リテ ィを達成す るため

に,ソ フ トウェア開発 の際 に形式的方法を使 うこ

とを勧告 しています。 ソフ トウェア品質保証を対

象 とするISO9000-3と 同様 に,本 規 格制 定後 に

は,わ が国の ソフ トウェア産業界 にかな りのイ ン

パ ク トを与える と思われ ます。

なお,調 査研究 の成果 の一部 を,11月 に 奈良で

開催 された第13回 ソフ トウ ェア信頼性 シンポ ジウ

ムで発表 しま した。

●● ● 調 査 部 ●● ●

1.情 報化白書1993年 版

創刊以来27冊 目となる93年版について,現 在,

原稿の編集作業を行っています。

情報化白書は,毎 年新規テーマを設定 し,情 報

化の背景 ・現状 ・課題を読みものとして解説する

総論と,「情報化編」,「情報産業編」,「環境 ・基盤

整備編」,「国際編」からなる各論およびデータ編

から構成 されています。

93年版の総論テ・一マはr情 報化の潮流の変化と

展望』(仮称)で す。近年,国 内外の政治 ・経済 ・

社会の全ての面で ドラスティックな変化が起きて

いますが,こ の変化と情報化 とはあらゆる面で密

接に関連 しています。そこで,93年 版では情報化

と情報化を取 り巻 く環境の変化に着 目することと



しました。

現在,オ ープン化やダウンサイジングなどの進

展による情報産業の構造変化や,市 場の成熟,そ

して景気後退など,幾 つかの変化が複合 して情報

化に多大のインパク トが出てきています。そこ

で,情 報化のどの分野でどのような変化が起 きつ

つあるのか,起 きようとしているのかを以下の6

分野を設定し,そ の変化 と情報化のうね りを追っ

ていきます。

① 国際動向と情報化

② 国内動向と情報化

③ 産業の情報化

④ 家庭 ・地域 ・社会の情報化

⑤ 教育 ・人材育成と情報化

⑥ 新技術の開発と情報化

発刊は5月 初旬を予定 しています。また,発 刊

にあた っての詳細は次回のこの紙面でご紹介しま

す。

2.情 報化国際講演 ・討論会

10月23日(金),経 団連会館14階 経団連ホール

にて,r新 たな情報 ・通信技術の活用 と企業経営

へのインパクト』をテーマに開催 しました。

267名 の方の参加を得,ア メリカの現状,日 本

のユーザ事例,通 信ベンダの立場,ま た専門家か

らの講演,さ らにそれぞれの立場から議論を闘わ

せたパネルデ ィスカヅショソなど,盛 り沢山の内

容で成功裡に終了することができました。

この時の模様は会議録 としてとりまとめ,来 年

度,賛 助会員の皆様に当協会の他の報告書と一緒

にお届けする予定です。

3情 報化に関する海外向け広報

わが国の情報化の実情を海外に広報するため,

英文誌rJapanComputerQuarterly」 を年4回 発

行 し,海 外の政府機 関,情 報処理 関連企業,在 日

外国大使館等に送付 します。

11月 には以下のテ ーマでNα91を 発 行 しました。

Nα91日 本 のISDNの 展 望

・ISDNサ ー ビスの現状

・ISDNの 導 入事例

(1)㈱ 富 士総 合研 究所 における導入事例

(2)日 本経済 新聞社 における導 入事例

・高速デ ィジタル専用線サー ビスの現状 と展

望

・B-ISDN構 築 に 向けた交換技術

・B-ISDNと ユ ーザ

Na92は ハ イパーメデ ィアをテーマに,現 在,原

稿 依頼作業 を進 めています。

● ●Al・ ファジィ振興センター ● ●

1.平 成4年 度人工知能の技術と市場の動向に関

する調査研究

この調査は,AI白 書の原稿作成を 目的 とし

て,AI動 向調査委員会(委 員長 大須賀節雄

東京大学先端科学技術研究センター長)の もとに

各専門委員会,WGを 設置 して次のとお り調査研

究を進めています。

(1)AI技 術全体動向調査は,AI技 術全体動向

WG(主 査 古川康一 慶応義塾大学環境情報

学部教授)を 編成 して,AIの 理論 ・技術 ・応

用について技術関連図の作成および最新の研究

動向を調査するもので,対 象分野 としては,経

験的学習,ニ ューラルネ ットワーク,人 工生

命,AIに おける不確実性,ORとAI,等 を

取 り上げています。また,本 調査のため平成4

年7月 に米国人工知能会議(AAAI)及 びAI

関連企業に調査員を派遣しました。一



(2)AIハ イライ ト技術として知的インタフェー

スを取 り上げ,AI技 術専門委員会(委 員長

諏訪 基 電子技術総合研究所企画室長)を 設

置 して,イ ンタフェース技術へのAI応 用に関

し歴史,理 論 ・技術の動向,事 例,展 望等につ

いて調査研究 しています。

(3)AI利 用調査は,AI利 用専門委員会(委 員

長 高橋三雄 筑波大学大学院経営システム科

学専攻教授)を 設けて,企 業の意思決定過程に

おけるAI技 術を応用 した知的支援システムの

ニーズについて ,理 論及び事例分析を中心に調

査研究 しています。

2.音 声の知的処理に関する調査研究

昨年度に引き続き,「知的音声処理調査研究委

員会(委 員長 田中和世 通商産業省工業技術院

電子技術総合研究所知能情報部音声研究室長)」

を組織 して,今 年度は,特 に音声認識 ・理解処理

と自然言語処理な ど,よ り知的な情報処理 との関

係に焦点を当て,今 後の先端的な知的音声認識装

置の実現に向けて取 り組むべき技術課題,ま た音

声認識システムの研究 ・開発者への指針や開発支

援環境等について,検 討を行っています。

また,こ の分野における諸外国の最新動向を把

握するため,本 委員会メンバーを下記のとおり派

遣 し,調 査を行いました。

(1)時 期:平 成4年10月10日(土)～24日(土)

派遣先:(カ ナダ)音 声言語処理に関す る国

際会議'92(ICSLP'92)

(米国)カ ーネギーメロン大学,ハ ー

バー ド大学,SRI

派遣者:田 中和世(本 委員会委員長)

(2)時 期:平 成4年11月28日(土)～

12月11日(金)

派遣先:(英 国)サ レー大学,英 国信号 レー

ダ研究所

(ドイツ)ドイツ国立情報処理研究所

フィリップス アーヘン研究所

(フランス)フ ランス国立情報 ・自動

化研究所,同 情報 ・機械研究所

派遣者:速 水 悟(本 委員会委員 電子技術

総合研究所知能情報部音声研究室主

任研究官)

なお,昨 年度の当該調査研究の一環として製作

しました 「研究用連続音声データベース(CD-

ROM6巻)」 の利用環境の整備を行 うことを計画

してお り,そ の具体的な検討に入っています。

● マイコンシステム技術者試験部 ●

第8回 マイクロコンピュ一一ータ応用システム

開発技術者試験(初 級)結 果

平成4年11月15日 に行われた第8回 マイ クロコ

ンピュー タ応用 システ ム開発技術者試験 の うち初

級 の合格者 を平成5年1月14日 に 発表 しました。

今回 の試験(初 級)は 応募 者6,914人,受 験 者

4,903人,合 格者1,365人(う ち女性30人),合 格 率

は27.8%(前 年 は30.2%)で,合 格 者 の平均年 齢

は25.7才 で した。

本年度は初級試験の応募者数が昨年 の7,032人

か ら6,914人 と118人 減(-1.7%),合 格 率 も

30.2%か ら27.8%と2.4%低 下 した 中で,学 生 ・

生徒 の応募者数は昨年 の2,309人 か ら2,512人 と20

3人 増(8.8%増),合 格 率は13.1%か ら14.7%と

1.6%上 が り,ま た,女 性の応募者数が321人 か ら

338人 と微増,合 格率 も12.4%か ら13.2%と な っ

ているのが注 目されます。

勤務先別に見た合格者数 は,学 生 ・生徒 が289－
L



人で合格者全体 の21.2%を 占 め,以 下,製 造 業*

が260人(19.0%),電 算 機 ・半導体製造又は販売

企業が236人(17.3%)と な っているが合格率は,

官 公庁 の80.0%(受 験 者10人 中8人),学 校 ・研

究機関 の45.7%(46人 中21人),電 算 機 ・半 導体

製 造又 は販売企業の40.1%(588人 中236人)の 順

とな り,学 生 ・生徒は14.7%(1,968人 中289人)

で した。

従事 している業務別に見た合格者数は,研 究 ・

開発業務が623人 で 合格者全 体の45.6%を 占 め,

以 下,学 生 ・生徒289人(21.2%),情 報 処理関係

業務203人(14.9%)と な り,合 格率は,教 育関係5

4.2%(受 験 者48人 中26人),研 究 ・開発業 務41.

5%(1,503人 中623人),情 報 処理 関係業務34.4%

(590人 中203人)と な っています。

経験年数別 に見た合格者数は,経 験 な しが530

人 で合格者全体の38.8%を 占め,以 下,1～3年

が283人(20.7%),3～5年 が186人(13.6%)と な

り,合 格率 は,経 験10年 以 上が58.1%(受 験 老43

人 中25人),5～10年 が52.9%(297人 中157人),

3～5年 が(368人 中86人)と な っています。

なお,同 時に行わ れた中級試験 の合格者は2月

中旬に発表 される予定 です。

試験に関す る問い合わせば下記 へ。

ポ製造業:電 算機 ・半導体 製造又は販売企業 ,

シ ステムハ ウス,メ カ トロニクス関連企業,

情 報処理サ ー ビス企業等を除 く製造業

〒105東 京都港区芝公園3-5-8(機 械振興会館内)

財団法人 日本情報処理開発協会

マイコンシステム技術者試験部

MO3-3432-9385

〔参考資料〕

マイクロコンピュータ応用システム開発技術者試験 推移表

年度
初 級 中 級

応募者数 受験者数 合格者数 合格率 応募者数 受験者数 合格者数 合格率

昭和60年
(1985)

人
4,600

人
3,634

人
L779
(16)

%
49.0

人
一

人
一

人
一

%
一

昭 和61年

(1986)

6,499 5,199 2,272
(32)

43.7 一 一 一 一

昭和62年

(1987)

7,883 6,023 1,194
(9)

19.8 2,594 2,013 245
(1)
12.2

昭和63年
(1988)

7,793
(242)

5,671
(162)

904
(16)

15.9
(5.6)

2,007
(19)

1,466
(12)

146
(0)
10.0
(0,0)

平成元年
(1989)

6,523
(237)

4,868
(172)

902
(12)

18.5
(7.0)

1,439
(9)

1,013
(7)

117
(0)
11.5
(0.0)

平成2年

(1990)

6,975
(259)

5,122
(192)

L946
(33)

38.0
(17.2)

1,585
(24)

1,147
(16)

190
(3)
16.6
(18.8)

平成3年
(1991)

7,032
(321)

5,117
(233)

1,543
(29)

30.2
(12.4)

L96τ
(21)

1β83

(11)

203
(2)
14.7
(18.2)

平成4年
(1992)

6,914
(338)

4,903
(228)

1,365
(30)

27.8
(13.2)

1,808
(27)

1,311
(18)

合 計 54,219 40,537 11,905
(177)

29.4 11,400 8,333

()内 は女性の人数(内 数)一



平成4年 度 マイクロコンピュータ応用システム

開発技術者試験 初級試験結果

1.応 募 者 ・受験者 ・合格者

試験地 応募者 受験者 合格者 合格率'

札 幌 180人(7) 128人(4) 33人(1) 25.8%(25,0)

仙 台 429(32) 238(19) 41(1) 17.2(5.3)

東 京 2、080(79) 1,348(47) 444(6) 32.](12.8)

横 浜 754(34) 517(25) 186(4) 36,0(16.0)

静 岡 401(11) 352(10) 65(0) 18.5(0.0)

名古屋 892(52) 689(43) 193(4) 25,0(9.3)

大 阪 1,368(80) 983(53) 305(10) 31,0(18.9)

広 島 272(8) 218(7) 33(0) 15.1(0.0)

福 岡 538(35) 430(20) 65(4) 15.3(20、0)

合 計 6,914(338) 4,903(228) 1,365(30) 27,8q3.2)

※()内 は女性の人数(内 数)お よび比率

2.年 齢

応 募 者 受 験 者 合 格 者

平均年齢 23,5才 23.2才 25.7才

最 年 少 15才 15才 16才

最 年 長 63才、 63才 62才

3.勤 務 先 別

(年齢は平成4年4月1日 現在〉

勤 務 先 応募者 受験者 合格者 合格率

D電 算機 ・半導体製造又は
販売企業

888人 588人 236人 40.1%

2)シ ステムハ ウス 459 291 96 33.0

3)メ カ トロニ クス関連企業 542 387 140 36.2

4)情 報処理 サー ビス企業等 966 550 181 32.9

5)1)～4)以 外 の製造業 860 655 260 39.7

6)1)～5)以 外 の団体 ・企業 518 351 125 35.6

7)官 公 庁 13 10 8 80.0

8)学 校 ・研究機関 65 46 21 45.7

9)学 生 ・生徒 2,512 1,968 289 14.7

10)不 明 91 57 9 15.8

合 計 6,914 4,903 1,365 27.8

4.従 事 している業務別

業 務 応募者 受験者 合格者 合格率

研究 ・開発 2,133人 1.503人 623人 41.5%

情 報 処理 1,036 590 203 34.4

製 造 512 363 105 28.9

保 守 ・サ ー ビス 141 87 25 28.7

営 業 69 55 9 16.4

調査 ・企画 30 19 4 21.1

教 育 73 48 26 54.2

学 生 ・生徒 2,512 1,968 289 14.7

そ の 他 344 227 74 32.6

不 明 64 43 7 16.3

合 計 6,914 4,903 1,365 27.8

5.経 験 年数別

経 験 年 数 応募者 受験者 合格者 合格率

経験なし 3,667人 2,691人 530人 19.7%

1年未満 951 649 170 26.2

1年 以上3年 未満 L148 772 283 36.7

3年 以上5年 未満 542 368 186 50.5

5年 以上10年 未満 439 297 157 52.9

10年 以上 56 43 25 58.1

不 明 111 83 14 16.9

合 計 6,914 4,903 1β65 27.8

6.技 術 者 の 種 別

(あなたはハードウェア技術者①ですか, ソフ トウェア技術者④ですか。

(4段階評価))

技術者の種別 応募者 受験者 合格者 合格率

① ハー ドウエア技術 者 903人 661人 205人 3LO%

② ハー ドウ ェアよ りの技術 者 812 578 222 38.4

③ ソフ トウ ェアよ りの技術 者 907 618 275 44.5

④ ソフ トウェア技術者 1,319 763 278 36.4

小 計 3,941 2,620 980 37.4

そ の 他 2,631 2,051 343 16.7

不 明 342 232 42 18.1

合 計 6,914 4,903 1,365 27.8一
1



● 情報処理技術者試験センター ●

平成4年 度秋期第2種 情報処理技術者試験結果

10月18日 に 全国50地 区 で実施 した秋期第2種 試

験 の合格者を12月10日 に 発表 しました。合格者 は

21,148名 で した。

(1)応 募 者数等

応募者数

受験者数

合格者数

合格率

257,041名

166,262名

21,148名

12.7名

(2)女 性 合格者数

4,684名

(3)平 均 年齢

応募者22.2歳

合 格者22.3歳

(4)試 験地別の状況

平成4年 度秋期情報処理技術者試験試験地別一覧表(全 国)

斌検地別 2棟 〔秋期) 試験地別 2穐(秋 卿 試験地別 2種(秋 期) 試験地別 2種(秋 期}

応募者数 受験者数 合格村政応募者数 受験者敷 合格者数
応募者数 受験者敦 合格肴数 応募者数 受験者数 合格者数

札 幌
6,368
{-8.2}

4,458

(70,0)

703
(15.8)

東

京

埼 玉
6,751
(4.9)

4,192
(62.1)

538

(12.8)
大

阪

京 都
4,815
(-0.9)

3,115
(64.7)

406
(13,ω

長 崎
1,395
(6.7)

967
(69.3)

117

(12」)

16,268
(63 0)

2,079
(12.8) 熊 本

2,168
(9 6)

1,611

《74.3}

174

(10 8)千 集
8,473
(24.0)

5,242
(61.9)

大 阪
25,829
(-4.8)帯 広

555
(6.5)

417

{75.D

26
(6.2)

627

(12.0)

4)
3.5
(61
0
9)

474
(132)

大 分
1.6

{10

2
8)

2
9)

東 京
60,453
(o 9}

33,802
(55.9)

5,002
(14,8)

神 戸
5,796
(5旭 川

476
()

367

(77,D

40
(10,91

1,280
(77.5)

1

(11

22.9
(63
3
旬

2,959
(12,9) 宮 崎

1.1

{-7

4
2)

867

〈75,8) (8

6
8)

八E子
6.9
(26

9
6)
3,717
{53.4)

450
(12,1)

小 計
36.4
(-2
0
8}青 斑

L161
(-0.8)

915
(78,8)

75
(8,2)

横 浜
18.5
(0

1
6)
11,364
(6L3)

1,560
{13 7}

2.0
(20
7
1)
1,462
(72,5)

146
(10.0} 鹿 児 島

1.5

(6

5
7)
1,247
(80,2}

1
(10

7
2)

盛 岡 L333
(6 3)

958
(7L9}

94

{9.8)
姫 路

厚 木
4,200
(5.0}

2,520
(60.0)

2
(10
3
8}
和 歌 山

1,068
()

726
(68,0)

91
(12.51 那 覇

1,175

(-12.2)

732
(62.3}

86
(11.7)

仙 君
6.5
(-3
5
7)
4,634
{70 3)

418

(9,0}

小 計
105,367
{4.2)

60,837
{577)

8.4
(13
0
9) 米 チ

1,381
{-2,0)

1,084
(78.5)

127

(1L7)
全 国

257,041
(4.3)

166,262
(64.7)

2L148
(12,7)

秋 腿1
1.0
{4
0
3》

7
《73
1
6)

63

(8,引

山 形
1,063
(25.2)

8
(77
8
0)

69
(8.4)

新 潟
3,793
(4.9)

3.0
(81
9
2)

689

〈22.4)
松 江 (} () ()

郡 山
1,400
(7.4)

934
(66.7)

92

(9.9)
長 野

2,434
(4.6)

1.5
(62
2
1}

152
(10.D 岡 山

4,062

(1L9)

2,766
{68.D

365

(13.2)

水 戸
5,519

{15.8)

3,237
(58.7)

230
(7.D

甲 府
1,160
(12,7}

797

(68.7)

96
(12.ω

広 島
6,397
(-L4)

4,884
(76.31

669
《137}

学 都 宮
3,094

{2.2)

2,353

《76.D

307
(13.O)

静 岡
4,217
(2.9)

3,135

《74.3)

389
(12.4)

山11
1,551

(17.4)

1,177
(75,9)

1

(10

9
1)

前 橋
3,877
(8.2)

2,808
{72.4)

297
(10.6)

岐 阜
2,129
{)

1,569

(73.7)

163
(10,4) 高 松

1,334
(-33.D

827
(62.旬

1

(13

0
3)

名 古屋
17,646
(-4,3)

12,794

(72.5)

1,415
(1Ll) 徳 島

689

()

480
(69.7)

91

(19.①

豊 橋
2,824
(22.4)

2,208
(78.2)

186
(84) 松 山

2,134
(M.3}

1,559
(73.D

188

(12.1)

富 山
2,053
(3.7)

1,306

《63.6)

1
(11
4
8) 高 知

856
(13.1}

633
(73.9)

134

(2L2)

金 沢
2,764
(13.6)

1,879
(68.0)

2
(11
0
2) 福 岡

7,638
(4.1}

5,102
(66.8)

668

(13.1)

福 井
L261
(-0.4)

903
(71.6}

107
(11.助

北 九 州
3,145
(5.7)

2,331

(74.】)

223
(9.6}

佐 賀
1,131
(15.3)

885
(782}

101
(11.4)

(注)応 募Xntの 下段O内 数字醐 前年度比増加率(%),受 験者鯛 の椴O内 数字は受験率(受 験轍/応 募 数:%)

合格者数欄の下段()内 数字は合格率(合 格者数/受 験老数:%)

徳島,。関しては,械4年 春から,nv11,岐 阜,桃 山9・関しては・轍4年 秋から試験鋤・なりましたので'応鯖 数の対前

年比増加率は未記入です。

松江に関しては春期試験のみ,米 子に関しては秋期試験のみを実施します。



(5)勤 務先別構成 (7)最 終学歴別構成

勤務先別 応募者・合格者 構成比 最終"γ:歴別 応募者・合格者 構成比

応募者

合格者

3,9 1.51.7

1.31.2

応募者

合格者

1.3 1.9

高 校 ・1

旧制 中学1、
、

、

42.0
専修学校 ・各種学校

2.51.9

36.0

専修学 校 ・各種 学校

o 102030`D50 60TOSOgO100X

①口 電算機製造 ・販売企業 ⑥口 学校 ・研究機関
②1馴1ソ フトウェア企業 ⑦ 自営
③≡ 情報処理サービス企業 ⑧■ 会計士事務所等
④ロ ー般企業 ・団体
'官 公庁 ⑩修 その他

⑪iiiii無記入

(○数字はグラフの各項目の左か らの順序)

o

①。
製

④ロ

102030405060

大学院
大学 ・旧制高校
短大

高専
高校 ・旧制中学

TO80DO

校字種各校

検
校
学
他
入

学
学
修

の
記

中
小
専
そ
無

〉
譜
繋

(○数字はグラフの各項目の左からの順序)

1"X

(6)研 修先別構成 (8)経 験年数別構成

研修先別 応募者・合格者 構成比 経験年数別 応募者・合格者 構成比

(情報処理関係) (情報処理関係業務の経験年数)

2,01,6

応募者

合格者

0
校
眠
学

泊
校
15
学

2.0

(X)48.4

o 1020304050 6⑬108090100X

①≡ 企業内教育 ⑤口②口
学校(*を 除 く)⑥%

③側*専 修学校 ・各種学校 ⑦■④蒙
通信教育 ⑧

⑨口

(○数字はグラフの各項目の左か らの順序)

電算機製造企業等の教育
各種セミナー
独学
その他
無記入

0

5

0

5

0

5

0

6

0

5

4

4

3

3

2

2

1

`

5

0

経験 な し1年 未満1～33～55～1010～1515年 以 上

≡ 応募者合格者
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● ● 産業情報化推進センター ● ●

1ビ ジ ネスプ ロ トコルに関す る検討

(1)電 子 デ ータ交換 分科会 の運営(通 商産業省

か らの受託)

(2)業 際 パ イ ロッ トモデルの調査 ・研究 ・開発

(3)CIIト ラ ンス レータの開発

2.ユ ーザシステムの高度化に関する検討

(1)GOSIPに 関する検討(側)機 械電子検査

検定協会からの受託)

(2)rF手 順1の 開発

3産 業界のシステム化調査および構築支援

(1)情 報化動向調査および構築支援

(2)電 子取引に関する調査研究

4.普 及啓蒙活動

以下では,産 業情報化推進センターが事務局を

務めることにな り,10月6日 に設立された 「ED

I推 進協議会」の概要を紹介します。

■設立趣旨

EDI(電 子データ交換)は,産 業界におけ

る情報システムの効率的 ・効果的な利用を可能

とする重要なインフラス トラクチャと位置づけ

られ,そ の意義 ・必要性は漸次認識 されてきて

はいるものの,わ が国におけるEDIの 標準化

と普及は,こ れまでは個々の業界団体等におい

て相互に独立して進められてきた。 しか し,今

日,取 引環境の変化に対応 し,EDIの 業際

化,国 際化を積極的に推進することが喫緊の課

題となっている。 このため,業 種横断的な共通

課題への取組強化,国 内での標準化 と国際的な

標準化の調和ある推進といった課題の解決に向

けて,業 際的立場から総合的に取 り組むための

横断的組織 として,産 業界および関係省庁等が

集まり,EDI推 進協議会を設立する。

■協議会の概要

(1)名 称EDI推 進協議会

(略称:JEDIC)

(2)会 員 趣 旨に賛同する業界団体等

(設立時は39団体)

関係省庁はオブザーバーとして参

加(設 立時は通商産業省,大 蔵

省,建 設省,運 輸省)

(3)役 員 会長 米倉 功 氏

(伊藤忠商事㈱代表取締役会長)

副会長 大歳 寛 氏

(TDK㈱ 代表取締役会長)

副会長 佐 々木 喜朗 氏

(新 日本製鐵㈱代表取締役副社

長)

(4)事 業概要(主 な活動)

①EDIの 普及啓蒙に関する活動

・導入状況等に関す る会員間の情報交換

および普及啓蒙誌の作成

・普及研修会(セ ミナー)等 の開催およ

び会員が実施する研究会等に対する支

援

②EDIの 標準化に関する活動

・内外における標準化状況の把握 と会員

等への周知

・標準化における共通課題の検討および

関係諸機関への提言

③EDIの 国際化に関する活動

・国際取引におけるUN/EDIFACTの

導入に関する検討

・国際的な標準化検討機関の活動に対す

る支援および海外のEDI推 進機関と



の交流

(5)平 成4年 度事業計画

① 企画委員会の設置:

マスタープラン,長 期計画の策定

② 普及 ・啓蒙委員会の設置:

ニューズ レターの発行 ,普 及研修会の

開催

(6)事 務局

㈱ 日本情報処理開発協会 ・産業情報化推

進センター

◎= _、一一



一〇Sしに係る組織及び国内標準の登録状況に?い 兵二

ー

ト
通 商産 業省 告示 第502～1に 基づ き,'1減3年3月1Bよ り当協会 を]E式 な国 内登録機 関 としてス ター

したOSIに 係 る組織 及び国 内標準 の登録状況 は次の とお りです。

1.組 織 の登録'{え 成4年12月221]現 イll

(1)般 組織

Nα 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェクト識別子構成要素値

1 財団法人情報処理相∫Jl運用技術協会(INTAP) 100000 200000

2 富1通 株式会社 100001 200001

3 H本 ア イ ・ピー ・エ ム株式会社 100002 200002

4 日本電気株式会社 100003 200003

5 シャープ株式会社 100004 200004

6 日本ユニシス株式会社 100005 200005

7 エ ヌ ・テ ィ・テ ィ ・デー タ通信株式会社 100006 200006

8 松 ド電器産業株式会社 100007 200007

9 沖電気1業 株式会社 100008 200008

10 日本電信電話株式会社 100009 200009

11 株式会社日立製作所 100010 200010

12 三菱電機株式会社 100011 200011

13 株式会社東芝 100012 200012

14 富士ゼロックス株式会社 100013 200013

15 住友電気1業 株式会社 100014 200014

16 株式会社アステック 100015 200015

17 株式会社 日立情報 システムズ 100016 200016

18 横 河 デ ィジタル コンピュータ株式会社 100017 200017

19 東京電気株式会社 100018 200018

20 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・イ ン タ ー ネ ッ ト株 式 会 社 100019 200019

21 カ ス タム ・テクノロジー株式会社 100020 200020

22 横 河 ・ビューレ ット ・パ ッカー ド株式会社 100021 200021

23 アダムネット株式会社 100022 200022

24 大日本印刷株式会社 100023 200023

25 日本中央競馬会 100024 200024

26 日本デ ィジタル イクイ ップ メン ト株式会社 100025 200025

27 株式会社すかいら一 く 100026 200026

28 日立 ソフ トウェアエ ンジニア リング株式会社 100027 200027

29 住友1毎L火災保険株式会社 101001 201001

ン

圏

・



Nα 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェクト鋤 仔構成要素値

30 共栄火災海 上保険相互会社 101002 201002

31 興1臣火災海k保 険株式会社 101003 201003

32 三井海 ヒ火災保険株式会社 101004 201004

33 大成火災海L保 険株式会社 101005 201005

34 大東京火災海 上保険株式会社 101006 201006

35 第 一火災海 ヒ保険相11:会 社 101007 201007

36 千代田火災海 ヒ保険株式会社 101008 201008

37 東京海L火 災保険株式会社 101009 201009

38 同和火災海 上保険株式会社 101010 201010

39 東洋火災海 ヒ保険株式会社 101011 201011

40 日動火災海!二保険株式会社 101012

一
201012

41 日産火災海 上保険株式会社 101013 201013

42 日新火災海 ヒ保険株式会社 101014 201014

43 日本火災海 ヒ保険株式会社 101015 201015

44 富士火災海上保険株式会社 101016 201016

45 安田火災海上保険株式会社 101017 201017

46 朝日火災海L保 険株式会社 101018 201018

47 太陽火災1毎上保険株式会社 101019 201019

48 大同火災海上保険株式会社 101022 201022

49 オールステー ト自動車火災保険株式会社 101023 201023

50 ジャパン・インターナショナル傷害火災保険株式会社 101024 201024

51 アリアンッ火災海上保険株式会社 101025 201025

(組織登録番号1順) 以上,一 般 組織51組 織が正式に登録を完了しています。

② 国の機関

Nα 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェクト識別子構成要素値

1 北海道開発庁 160 100160

2 国土庁 220 100220

3 外務省 350 100350

4 厚生省 500 100500

5 通商産業省 600 100600

6 工業技術院 610 100610

7 資源エネルギー庁 620 100620

8 特許庁 630 100630

9 中小企業庁 640 100640

10 郵政省 700 100700

(組織登録番号順) 以上,合 計61組 織 が」E式に登録 を完 ∫してい ます。一



2.国 内標準の登録

現時点で,以 ドの5つ の情報オブジェク トについて,国 内標準調整委員会による審査 を経て,正 式に国

内標準 として登録 されております。

1.MOTISJP1テ キ ス ト

{iso(1)member・body(2)392motis(mhs)(6)ipms(1)et(4)0}

MOTIS/MHSを 利 用 して送受信 す る日本語/英 語が混在可能 なテ キス トを規定す る もの。

2.FTAMINTAP-1レ コ ー ドフ ァイル

{i、。(1)m,mber-b・dy(2)392ft・m(10)d・cum・nt'typ・(2)i・t・p-・ec・ ・d-fil・(1)}

FTAMで 用 い られ るフ ァイルの ドキ ュメ ン トタイプの1つ を規定 した もの で,フ ァイル全体 の読み 出

し.置 換,追 加が可能で,デ ータはバ イナ リデ ータ として扱 われ るとい う特徴 を持 つ。

3.FTAMINTAP・AS1抽 象 構 文

{iso(1)member-body(2)392ftam(10)abstract・syntax(3)intap・asl(1)}

FTAMで 用 い られ るファイル コンテ ンツデー タ要素の抽 象構 文の1つ を規定するもの℃ レコー ド継続

表 示が可能 とい う特 徴 を持つ。

4.FTAMINTAP-TS1転 送 構文

{i,。(1)m。mb・ ・-b・dy(2)392ft・m(10)t・an・f・ …y・t・x(4)i・t・p-t・1(1)}

FTAMで 用 い られ るフ ァイル コンテ ンツデータ要素の転送構 文の1つ を規定す るもので,圧 縮 制御文字

に よるデー タ圧縮 が可能 という特徴 を持 つ。

5.MOTISJP1テ キ ス ト属性 タイプ

{iso(1)member-body(2)392motis(mhs)(6)ipms(1)bat(8)0}

MOTIS/MHSを 利 用 して送受信す る日本語/英 語が混在 可能 なテキス トを扱 うために定め られたJP1

テ キ ス トを保持 す る属性 を規定す るもの。

これ らの国内標準の登録申請者はすべて働情報処理相互運用技術協会(INTAP)で す。

なお,こ れ らの国内標準について,仕 様の閲覧をご希望の方は下記までご連絡下さい。

働 日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター

オブジェクト登録管理係

担当 関本,福 井
TELO3-3432-9394

FAXO3-3431-4324



JapanComputerQuarterly

わ が国 にお ける情 報処理や コンピュー タ関連技術 の動向,情 報 ・通信 産業の現状

等 について毎回特集 記事 を組 み,広 く内外 に紹介 で きる数 少な い英 文季刊誌 です。

海外へ の情 報提供 には最適。 各国大使館 をは じめ,海 外 の専門機 関,外 国企業や

日本企業 の海外支店 ・事業所,法 人等 で広 くご利用 いただ いてい ます 。

年間購読(年4回)¥13,000(消 費 税 ・送料 込み)

バ ックナ ンバー 各1冊¥3
,500(消 費 税 ・送料込 み)

バ ックナ ンバ ー

No80日 本 のEDI

No.81金 融 情報 システム

Nα82コ ン ピュー タ ・セキ ュ リテ ィ

No.83流 通 情報 システム

No.84ラ ップ トップ コンピュー タ

No.85日 本 のCIM(ComputerIntegratedManufacturing)

No.86VANサ ー ビス

No.87ワ ー クステー シ ョン

Nα88情 報 処理 関連 試験

No.89リ ア ル ワール ドコ ンピュー テ ィング(新 情 報処理技 術)

No.90地 域 の情 報化

No91B-ISDNへ の 展望

No.92ハ イ パー メデ ィア

お問 い合わせ ば当協会調査 部普及振 興課 まで

麿03(3432)9384

平成5年2月 発行

JIPDECジ ャーナルN。 ・80

発行人 ・照山正夫/編 集人 ・日高良治

◎1993

財団法人 日本情報処理開発協会

東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(3432)9384

本紙の記事 ・図表等のすべてないし一部を許可な く引用 および複製することを禁 じます。

※本誌送付宛先の変更等については当協会鯛査部(03-3432-9384)ま でご連絡下さい。





側)日本情報処理開発協会 編

コ ン ピ ュ ー タ セ キ ュ リテ ィに関 す る

リス ク分析
－JRAMに よ るア プ ロ ー チ ー

近 年,情 報 システムの高度化 ・複雑化 お よびネ ッ トワー ク化の拡 大 にと もな い,情 報 システムを利 川 し

てい く ヒでの リス クをいか に処理す るかが 重要な課題 となってお ります。

このため,リ ス クを発見 ・確 認 ・測 定す るリスク分析へ の関心 が高 ま り,リ スク分析 は,コ ン ピュー タ

セキュ リテ ィ対策 の前提 と して必須の要件 とな ってお ります。 しか しなが ら,こ れ まで は実務 に1耐え得 る

方法論が 存在せ ず,し たが って今 日まで体系的に実施 されてい ない とい うのが実態 であ ります。

この ような背景 の もとに,当 協会で は昭和59年 か らリスク分析委 員会を設置 して,「 コンピュー タセ キュ

リテ ィに関す るリスク分析 手法 」の確 立 を図 るこ とを目的 と して調査研究 を進め てまい りました。

この程,こ れ までの研究成 果を踏 まえ,わ が国の経営風 上に合致 しかつ 用意に利 用で きる リスク分析 手

法 として,JRAM(JipdecRiskAnalysisMethod)を 開 発致 しま した。

本書は,JRAMを 用 いた りス ク分析 の実際 を解説 した もので,リ スク分析 を進め るに'iGた ってガ イ ドと

な る ものです。
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リスク分析のための組織

リスク分析の報告
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第5章JRAMに よるリスク分析

第6章JRAM質 問票にみるヒューマンエラーとコンピュータ犯罪

今後の課題

付属資料JRAM質 問票
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